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はじめに
0-1.本稿の狙い一国際比較分析に総合的視野をー
本稿は、地方自治の分野での国際比較をどのように進めるかを、地方税
財政制度を例として考察するものである。考察の対象としては、統計デー
タなどの情報の利用が比較的に容易である我国と欧米主要国(地方自治の
観点から我国で特に関心が高いスウェーデンとスイスを含む)に限ってい
るが、地方税財政の制度と実態について、総合的・体系的な国際的横断比
較を試みる。
税財政に限らず、地方自治の諸側面について国際比較するには、制度に
関する情報や統計データなどが質量ともに豊富に必要で‘ある。しかし今な
お、各閣の中央政府について利用可能なほどには、地方について信頼しう
る情報を得ることは困難で、あるし、分析するための理論的な枠組みも不十
分なままである。それにもかかわらず、マスコミなどでの記事や言説だけ
でなく、専門的な解説書や論文ですら、特定の地方自治行政関係政策や税
財政制度の要素のうち限定的な部分だけを取り上げた狭い視野での国際比
較の結果を、その限界を無視して、過度に拡張して議論しがちであるとい
うのが、筆者の見立てであり、憂慮していることである。
本稿は、各国の地方自治制度の全般にわたる個別的また総合的な知見を
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支えとして、地方税財政の分野についての横断的な国際比較を試みる。そ
のため、以下では、まず、国際比較に用いる情報等についての留意点を再
確認してのち、地万財政の規模についてマクロ・ミクロの両面から比較観
察して概括的な姿を把擢する。次に、地方歳出の内容と地方歳入の構成を
見る。その上で、歳入の主要項目ごとに国際比較するため、地方税、移転
財源(財政調整制度と特定補助金)、使用料・手数料、地方債の順に検討す
る。最後には、近年、国内外で動きのある予算・決算・会計・監査に関係
する諸制度について概観してみる。
実際に取り上げる論点やJtJいる比較分析手法は、いずれも常識的なもの
であり、個別の分析結果に目新しい点は少ないだろう。だが、それらを各
国の地方自治制度全体という枠組みと出来る限り関連付けながら見るとい
う方法上の工夫によって、地方税財政の仕組みゃ実態についての総合的な
把握と、そこからの個別論点に関する議論や制度設計へのフィードパック
の必要性は、それなりに示唆することができると考える。
0-2.税財政面の観察方法
(1) 統計データと質的情報
国際比較しようという場合、各国共通のルールの下で、公的機関により集
約され信頼できる統計データは限られている。国民経済計算 (SNA)のデ
ータは国際的標準ルールに基づいており、広〈研究者に利用されている。
地方政府部門についてのデータを各国共通の形で得るには、 OECDの
“N ational Accounts"や“RevenueStatistics"に依拠する場合が多い。
SNAデータの場合、統計の目的・手法の関係から、国民が予算・決算を
通じて見るのとは異なる政府部門の姿が示されている o また、経済面のデ
ータは基本的に「量」的なだけのものである。行政活動の実効性は示され
ない。例えば我が国では、地方自治行政の重要な部分である規制行政は、
歳出データでは人件費や事務費の形をとるだけだから、それが地域社会の
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基盤となっている程度を知ることはできない。
数景データでは規律密度までは表せず、その背後にある政策選択の幅、
意思決定の自由度や政治・行政過程など、自治の「質」を問うには不十分
なことに注意が必要である。我国では地方歳出の総体的規模は大きいが、
内容を分析すると、教員給与や生活保護費など中央が決定する基本的枠組
みに従って支出する項目のウェイトが大きく、地方の自由は大幅に制約さ
れている。歳入の分類上で一般財源であっても、国庫補助・負担金の「裏」
といみじくも通称される用途に充てるだけで尽きてしまいがちなのであ
る。
また、政府部門内での純計操作をした場合やSNAにおいては、統計の積
類により、中央から地方への交付金や公債償還など移転支出が「中央」を
見る視界から消えてしまう。そのため、議論の目的によっては、実際の予
算・決算という生の総歳出・歳入額を取り上げる方が、中央や地方の政府部
門が社会に及ぽす総体的な作用の大きさ(=その政治・行政的な「存在
感y>)を担えることができる。
既存の統計データでの量的な比較だけでなく、それに制度の組み立ての
差異などについての質的な情報を噛み合わせることによって、統計データ
と質的情報の双方が持つ意味を併せて総合的に理解することが襲まれるの
である。ただ、そこまで幅広く質的に充実した分析を国際比較という作業
分野で実現することは著しく困難なのが実情である。
(2) マクロ比較とミクロ比較
地方自治の税財政的な側面を国際比較するには、通常は、まず、その総
体的な大きさ(規模)を見て、各国でどの程度の役割を地方政府部門が担
1) 筆者が造語した「存在感」を用いた例として、山下茂「南欧3ヶ国の地方制度に学
ぶJin月刊『地方自治jNO.690 (H17年5月号・ぎょうせい)巻頭論説p.16-参照。
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っているかを把握することが出発点になる。そこから自治単位の階層ごと、
行政分野ごとの大きさなどを見て、各国の特色と共通点を見出していく。
政府部門の大小をマクロ的に捉えるには、財政支出の規模を尺度に用い
ることが通例である o 中央十地方(+社会保障基金)の政府部門全体で国
民経済にどの程度のウェイトを持っか、そのうち地方はどの程度のウェイ
トを占めるか、「基礎Jr広域Jなど地方自治単位(LocalGovernment Unit. 
以下LGU、複数形LGUsとも略)の階層ごとにはどうか、さらに行政目的
(分野)別や経費の性質別に観察するとどうかなどを見ると、概括的な「マ
クロJ的考察が可能となるo
一方、実際の自治行政は、個別具体的な LGUsによって担われる。総体
的な制度や状態を見ただけでは、住民にどのような役務が提供きれ、それ
がどんな効果を生んでいるか、どのような自治単位編成が実効性が大きい
のかまでは分からない。
政策面での検討にあたって、国際比較によって得られる情報を活用する
ことがしばしば行われるが、その場合には、実際の行政活動がどのような
主体によって担われているのかを見ることが必要で、ある or基礎」レベルの
LGUsが担うはずの行政活動であっても、フランス(以下では「仏jとも略)
のコミューンのように規模が小さいならば、実際には広域行政組織に委ね
られている場合が多い。 USA(略「米J)では、同一地点で見ると、さまざ
まな「基礎」レベルの地方自治行政機能を、比較的に総合的な LGUs(例え
ばCity)だけでなく、その他別々の特定目的行政主体 (speciaI[purpose] 
districts=特定目的区。それらは広域行政組織というわけではなく、総合的
なLGUsの区域を再区分し重畳的に所管するものであることに注意)が担
い、別々(重畳的)に悶定資産税や売上税を賦課するのが、むしろ通例に
なっている。そうした国々と比較するには、マクロの総体だけでなく、個々
の地域とそこに関わる LGUs総体(=総合主体たる City等+多くの特定
目的区)を比較してみることが必要になる。地方自治の実相は、そうした
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ミクロ的な観察をしなければ見えではこない。
1.地方財政の規模
1-0.地方財政の規模の見方
-圏内での地方財政のマクロ的な規模を見る場合には、各国の国民経済
全体の中で中央・地方の政府部門が果たしている機能の大きさを見ること
とし、(ア)政府部門全体の歳出規模をその国の経済規模(通常は国内総生産=
GDPで測定)と対比する、次に(イ)同じことを地方政府部門のみで行なう、
また(ウ)一国の中央・地方を通じる政府部門全体の中で地方が占める割合を
見る、さらにか)歳出を経常・投資の両部門に区分して分析するといった幾
つかのやり方がありうる。もちろん、政府部門の規模を国民の税負担の大
きさに着目して捉えることも重要で、ある。
1-1.地方政府部門の総体的な規模
まずは、総体的に地方政府部門の規模を見る。その場合には、(ア)一国の
経済規模 (GDP)と比べた地方総支出の大きさ、付)政府部門あるいは公共
部門全体の中での地方政府部門のシェア、という 2つの指標を取り上げ、
双方を縦軸と横軸に設定して各国の座標を求め、その分布を見ながら、特
定の国の位置を確認することが1つの方法である。
筆者は、かつて昭和57年に、 IULAの1969年調査を利用して、 1966-7年
時点での「各国の地方自治単位支出の規模」をグラフにして、それぞれの
位置と特色を把握した九また平成4年には、 OECDや欧州、|評議会 (CE)
の調査結果を一覧表にして示したへそれらの図や表から、我国の地方政府
2) 山下・谷・川村『比較地方自治~ (昭和57年・第一法規)p.305図3-1。増補改訂版
(平成4年・第一法規)では p.254に再掲。
3) Ibid. (増補改訂版・平成4年・第一法規)p.255.表3-20
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部門の支出規模が、国民経済の規模と対比しでも、政府部門全体の中で見
ても、世界中で珍しいほど大きなものであることを示じた。
そこから、我国では、しばしば地方歳入の中に占める口主財源の割合だ
けを問題としてr3割自治」と評定するが、そうした議論をする場合にも、
政府部門の中で「地方Jが世界で例外的なほど大きく軍要な役割を果たし
ていることを念頭に置いて議論を組み立てる必要がある旨を指摘した。
OECDのNational Accountsで、一般政府支出〈政府部門全体)と「地
方」政府 (LGUs+連邦制下の準主権州)の支出とが、それぞれGDPと対
比してどれほどの大きさになっているか(国民経済の中での一般政府部門
全体と、そのうち「地方jの重要性)、そして「地方jが一般政府部門全体
の中でどれほどの大きさになっているのか(政府部門全体の中での「地方」
の重要性)を、主要な国々について見ると、我国は、中央+地方+社会保
障基金を合わせた一般政府部門全体では NZと並ぶ、ほど「小さな政府」に
なっているが、その中では「地方jがスウェーデンに並ぶほど大きなウェ
イトの任務を遂行している。
「地方」を GDPとの対比で見ると、 NZは rs也方Jの役割が極端に小さ
く4%ほどでしかない。一方、スウェーデンは25%にも達しているが、我
国は16%ほどである。つまり、どちらの国も、我国と比較する場合には、
単純に類似した部分だけを取り上げて論じるわけにはいきにくく、何を論
じるのかによって、どのデータをどのように活用するかが変わる吋きこと
を想起させる。
1-2.地方・州政府の「存在感Jの比較
(1) r存在感」を比較する
我固と主要な欧米諸国のみについて、連邦制下の準主権州を含めた「地
方」全体で、のマクロの財政規模を純計操作しない総歳出で粗く見ることと
し、それを中央政府、政府部門全体、そして GDPの規模と比較した比率
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(%)を一覧にしたものが表1.2.A.である。(なお本稿では、図表の番号は
本文の節区分の番号に関連づけているので、 lから順番に連続するのでは
ないことにご注意頂きたい。)
原データとしてはOECDの統計を利用しているが、 USAのように州と
純LGUsとにほ分したデータが示されていない聞もあるので、データの扱
い上で注意を要する。
(2) 政治・行政的「存在感」の大小
ごの表では、政府部門の「総支出J(Total expenditure)を取り上げて
おり、その中には文払利子さらには社会保障関係や補助金などの移転支出
も含んで、いる。そのため「中央」と「地方」を単純に加算すると重複部分
が大きい。各政府部門の総体的な活動規模を粗〈示したものであるから、
SNAでの捉え方ではなしわざと筆者の造語たる(政治・行政的)i存在
感」という言葉でそれを表してみる。
経済的な性質は移転支出であっても、それは現代の政府部門の政策や行
政活動の極めて重要な部分である。政治や行政は希少な資源の「権威的な
配分」を任務とするものであり、移転支出はその中心的な任務遂行手段の
一つでもある。政府部門の活動の大きさを見るときには、移転支出は資源、
配分に関する影響力を表すものとして数値に含める方が、政治・行政的に
は意味がある。ただし、上述したように、政府部門の行政活動のうち、と
くに規制行政の場合などは、その果たす役割を量的なデータだけで論じる
ことは不適切で、ある。
本稿では、そういう粗い(純計などの操作をしないし、もともと質的に
は不十分な)数字を指標にして、各国での「地方」という存在の大小を大
まかに比較してみるべなお、そうした数値をGDPと対比するのは、 SNA
上の意味からではなく、単に国ごとの経済、財政の規模の差を織り込んで、
比較するために過ぎない。
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表1.2.A 地方.~IIII のマクロ的(政治・行政的)存在感(総歳出規模)
政 国 名 一般政府/GDP 地方・州、|計/GDP 地方・州計/一般政府体 (ウチ中央/GDP) (対中央比)
日本 37 % 16 % 42 % 
(17) (95) 
フランス 53 11 20 
(24) (45) 
単 UK 44 13 30 
一 注1 (40) (32) 
市IJ イタリア 48 15 32 (26) (58) 
国 スペイン 39 20 51 
家 。(16) (127) 
スウェーデン 57 25 44 
(32) (78) 
6ヶ国 46 17 37 
算術平均 (26) (73) 
ドイツ 47 州、l 21 チトl 28 
注2 (30) 地方 7 地方 15 
計 20 計 43(142) 
スイス 36 外l 14 外| 40 
連
注2 (34) 地方 9 地方 24 
計 23 計 63(185) 
チE USA 36 州・地方 州-地方
市j 注3 (21) 計 19 計 51 (88) 
ウチ11 10 ウチガ/ 26 
国 地方 9 地方 25
家 カナダ 40 チトl 21 1H 52 
(39) 地方 7 地方 18 
計 28 計 70(180) 
4ヶ国 40 計 23 j計 57(149) 
算術平均 (31) ウチ州 15 ウチ州 36 
地方 8 地方 21 
10 ヶ国 44 言十 19 計 45(103) 
算術平均 (28) ウチ地方 13 ウチ地方 30 
(出典) OECD， National Accounts of OECD Countries Vol.V : 1994-2005 General Govern. 
ment Accounts (2006)に掲械の各国2004年データをもとに筆者が計算。
(注) 本表では「一般政府jr州・地方計」欄i主総支出 (Totalexpenditure)のデータであり、
支払利子や補助金などの移転支出も含む。
さらに、個別には、
1. UK==中央政府に社会保障基金が含まれている。
2. ドイツ・スイス=一般政府部門には病院が含まれない。
3. USA==OECDデ、タでは、 i払主権州、leLGUsの合計だけが示されているため、表中
には他の情報源から得られるシェアを斜体字で示している。
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表1.2.A.中の数字のうち、「一般政府/GOPJ (%)を縦(Y)軸、「地方・
州計/一般政府J(%)を横(X)軸にして、各国の位置と平均値を示してみ
たのが、図1.2.B.その1.と同その 2.である。もとより「存在感」という
粗い捉え方で、数字も小数点以下は四捨五入しているが、各国を比較しつ
つ観察するには、こうした図で概観する方が頃合である。以下、岡から見
えることを概括してみよう。
(3) I存在感」の国際比較一我国の位置ー
1)我国の政府部門全体は「小さい政府」 まず、国民所得統計上の「一
般政府J(G~neral government)すなわち中央、地方、そして社会保障基
金から構成される政府部門全体がGDPで表した経済規模に対比すればど
の程度の大きさか(縦軸方向の分布)を見ると(e'ちらの図でも同じ)、取
り上げた10ヶ国のうちで、我国は USAやスイスと並んで、最も「小さな政
府」になっている。スウェーデンが圧倒的に大きく、フランスがそれに次
ぐ。イタリア(略「伊J)・ドイツ(略「独J)両国に加えてUK(国各「英J)
も我国より遥かに大きい5)。こうした歳出規模の差異は、通常ならば、その
財源たる租税(+社会保障負担金)の負担水準の差異に繋がる。
2)我国の「地方Jは政府部門全体の中ではぷ「大」かっ「中J>規模次
に政府部門のうちで「地方」の存在感を見ょう。図の横軸方向に分布を見
ることになるが、まず図1.2.B.その lで、連邦制国家では「州、Uを含まな
い純「地方J(x印)での状況を示している。「一般政府」全体の中での純
4) したがって我国の「地方財政白書Jなど専門書籍の多くが中央・地方の財政規模を
示す場合とは異なるデータでの観察になる。
5) G.エスピンーアンデルセンは、こうした各国を「福祉国家レジーム」の大枠の中で
の「自由主義的J(米・加・5誌など)、「保守主義的J(仏・独・伊など)、「社会民主主
義的J(瑞典など)な差異として整理している(岡海ほか訳「福祉資本主義の三つの世
界j[ミネルヴァ書房・ 2001年刊])。
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「地方Jの存在感で見ると、我国の「地方」は、単一制国家(・印)のう
ちでは、スペインより小さいがスウェーデンに近く、仏・英・伊の諸国に
おけるよりも遥かに大きい。連邦制下の純「地方」と較べると、「我国」の
「地方」の大きさが際立つ。全体をまとめれば、我国「地方」は10ヶ国中
で大きい方から 3番目で「大J規模である。
一方、「地方」に連邦制国家での「チトUも含めると、図1.2.B.その 2にな
る。我国は全体の中央付近に位置する。連邦制諸国(・印)のうちでは、
ドイツが我国と同程度であるほかは、 USA、スイス、カナダいずれも随分
大きな「地方+州」になっている。
こうした状況をどう見るかは、連邦制下の州をどう扱って国際比較する
かによって変わってくる。そこで、見出しとしては、我国「地方」はく「大」
かっ「中J>と故意に表現するのが適切ということになる。
3 )我国の「地方JはGDP比で<f中の大」かつ「中の小J>規模 閉じデ
ータをもう一面から見て、「地方」と GDPとの比較をする。表1.2.A.では
中央の列がそれを示すが、それをよ昔日と同じ 2次元の図に組み入れるため、
その指標で見て「我国」及ぴ f(算術)平均」と、それぞれ同程度の水準の
国が位置するはずの(タテ&ヨコ)座標の組み合わせの軌跡(XXy=同一
値)を、経済学で用いる indifferencecurve (無差異6)曲組)風に点線で示
してみた。この曲線(=いわば fGDP対比・同一レベル「存在感」曲線J)
を境目にして見ていくと、 10ヶ閣の中では、我閣の「地方」は国民経済に
比して、大きい方から 3番目 (f中の大d)と、小きい方から 4番目 Cf中」
の「小J)にあり、全体の分布を勘案すると、「中の大」かつ「中の小」と
でも表現すべき状況にある。
まず単一制十連邦制の全体を一括して、「州」を除〈純「地方」のみでの
6) 経済学で古くから通例の「無差別」という邦訳は、元の概念の意味からみて当を得
ていないので、筆者は、あえて原語の意義に忠実な「無差異Jという邦訳を用いる。
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比較をすると、図1.2.B.その1.に号lいた無差異曲線で見るとおり、我国
「地方」は連邦制のどの国におけるよりも大きい。単一制国家の中では、
英・仏両国よりはだ、いぶ大きい。イタリアとほぼ、同程度で、スウェーデン
やスペインには遥かに及ばない。 10ヶ国中で大きい方から 3番目だが、イ
タリアと同レベルになっている。
また連邦制国家の準主権 f1HJを「地方Jに含めた場合、図1.2.B.その
2.に見るとおり、我国「地方Jは平均や USAよりも小さく、連邦制のド
イツ、スイス、カナダ(略「加J)には遥かに及ばない位置にある。 10ヶ国
中で、小さい方から 4番目だが、やはりイタリアと問レベルである。
以上をまとめれば、 10ヶ国で見て「中の大」かつ「中の小」とでも表現
するしかないことになる o また、これらの表や図でも分かるとおり、世界
の各地における地方制度の祖型を提供したと考えられる仏・英両国が、と
もに「存在感」が一番小さなグループを構成している。
(4) 各国での政府部門会体の大きさ
我国に着眼する見方を離れて、図の全体を概観すると、どのような点が
注目されるだろうか? まず、縦軸方向の分布からは、各国のGDPと対比
した「一般政府Jの大きさには、大はスウェーデンから小は USAまで20ポ
イントもの差異がある。仏・伊・独の欧州大陸諸国も高い位置にいる。 UK
が平均的な水準に位置している一方、我国は最低水準に近い位置にいる。
そうした差異は、当然ながら、租税負担や行政水準の差に繋がる。
各国の行財政比較にあたっては、教育、福祉や保健医療への歳出の大き
さなど、単純に特定の事項だけを見た比較をして何らかの政策提言をする
のではなく、事務配分や租税負担など、中央・地方の行財政制度全体の主
要な要素聞に存在する差異を十分に意識した上での議論が必要になるの
は、こうした点に理由がある。
また、すでにかなり「小さな政府」である国が、ずっと大きな政府の国
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や、政府が国民生活に子を廷し伸べる度合いが非常に小さな国における行
政活動の縮減手法等を導入したり、減税を行なおうどいう場合には、その
結果で何が起こるかを十分に予測して判断する必要がある。
(5) 1"地方」と「中央」の大きさ
「一般政府jを分析して、 I地方」や「中央」の大きさを児ょうという場
合には、統計上の「社会保障基金」の扱いが問題になる o 1"政府部門」の赤
字や租税負担を間際比較する場合、それを含めるか除外するかの違いによ
って、議論は大きな影響を受ける。上表では、 OECD統計の分類に沿って、
それを含まない (UKは例外)1"中央」と「州・地方計」と対比した数値を、
最も右の列の括弧内に記載しである。
その意味での[中央」と「地方」とを対比すると、我国では「地方」が
ほぽ「中央」並みの規模である。単一制国家では、この比率が我国よりも
大きいのはスペイン 7) (1-地方jが3割程度も大きい)のみで、それ以外は
スウェーデンでも「地方j壮「中央」の8割程度、イタリアで6割弱、フ
ランスで5割以下。 UKでは社会保障基金を「中央」に含むので同列には扱
えないカえかなりイ、さい。
連邦制国家を見ると、 USAでは「州+地方」が「中央J(=連邦)の9
割程度に止まるが、それ以外の諸国は「中央jよりも遊かに大きな「州+
地方jになっていて、 4ヶ国の算術平均は USAの値の1.7倍にもなる。我
国では USAが分権国家の代表のごとく思われがちであるが、歳出規模で
見ると、準主権「州」を含めてすら、そのような判断にはならず、むしろ
我国の方が「地方Jの存在が大きいことになる(ただし歳出に関する「地
方」の自主性が問題)。
この比率は10ヶ国算術平均ではほぽ100であるから、我国は全体の中位に
7) スペインはこの統計では連邦制扱いで、州が地方の外に笹かれている。
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いるが、単一制国家グループでの算術平均値 (73) と連邦制国家グループ
でのそれ(149)との聞には 2倍の差異がある。連邦制国家でも、準主権「州」
の存在を別にすると、純「地方」の存在は著しく小さくなる。
こうして見れば、連邦制国家が「分権Jきれているとしても、それは準
主権「州jレベルについて雷えることであり、その内部での LGUsへの分
権については、役割分担から見ると相当な疑問が生じるのである。
(6) 1地方」の中での階層別内訳
「地方J全体の大きさを[中央Jと対比するだけでなく、「地方J政府部
門が複数の階層で編成されている国々で、「基礎J1広域J1超広域(州)J
という段階区分ごとにどのようになっているかも、地方制度を考察する上
で、重要である。
我国の場合は、マクロの歳出規模で見ると、「基礎J(:::::市区町村レベル)
ど「広域J(ニ都道府県レベル)とは、おおむね同じ程度の規模になってい
る。諸外国の地方財政統計では階層の区分に応じたデータがなかったり、
LGUs編成に単層制と複層制とが混在し℃いて「基礎jと「広域」という区
分自体ができない国(UK)や、連邦制国家で「州」を地方財政統計には含
めないため簡単には国際比較しにくい国(ドイツ)もある。
そういう限界についての留保を付した上で、欧州、|内の単一制国家だけを
概括すると、マクロ的には大小ある「地方jの中では「基礎」レベルの存
在が大きい固として、オランダ、スウェーデン、デンマーク (1基礎」が8
-9割超)があり、それにフランス、ギリシャ (6-7割)が続く。一方、
イタリア、スペイン、アイルランド (4割弱-3割弱)では、「基礎」より
も「州(:::::超広域)J (伊・西国)や「広域j単位の方が大きな存在になっ
ている。
独・米・加という連邦制国家でも、 I(準主権)州、Uを含めれば、「中央」
(:::::連邦政府)以外が3層制(カナダでは規模の大きい2州で3層)にな
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ることが普通だが、単層制国家でも人口規模が大きな仏・伊・西という南
欧3ヶ国では 3層制の「地方J編成合採用している。その場合でも、「地方J
全体の中での超広域の「州」の「存在感」には、 7-6割のスペインやイ
タリアもあれば、 l割程度に止まるフランスと大きな差異が見られる。欧
州地方自治憲章に言う「補完性の原理」を承認する国々でも、実際の任務
分担は、「地方+地方JI地方+中央JI地方+州+中央」聞で、さまざまな
状況にあることが見て取れる。
(7) LGUs各階層の「事在感」パターンの比較
この点について、概括的にでも状況を相撮する試みとして、筆者がかつ
て我国と仏・伊・西の南欧3ヶ国(=いずれも超広域の「チトUを、従来か
らの「基礎J+I広域Jの2階層に加えて、 LGUとして設定した闘である)
との対比をした図8)を再利用させて頂こう。
図1.2.C.は、各国で「地方」の各階層が果たしている任務の大きさを概
括的に示し、「地方J全体の様相を「パターンJで較べたものである。地方
も中央も純計操作をせずに、その総歳出規模の数値を用いる。各国とも「中
央」を100(=点線の正方形)とした場合に、地方の各階層が総計でどれほ
どの総歳出規模になるかを、グラフの各柱の面積で表している。この図か
ら、いろいろな議論を展開しうるが、その全体については原論稿を参照頂
くとして、ここでは見方のみを説明しておこう。
この図では、各柱の面積を「中央」と対比して見れば、 LGUsの階層ごと
のマクロ的な「存在感」が見える。各柱のタテの長さは、階層ごとのLGU
数の多少に応じて(我国の対応する階層での単位数との比較によって)増
減させている。結局、各柱のヨコの長きは 1基礎単位、 l県、 H卜l当たり
8) 原図と関連の叙述は、筆者稿・前掲「南欧3ヶ国の地方制度に学ぶ」のpp.16-19で
ある。元のデー タ等については原論稿を参照されたい。
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の平均的な「存在感J(ミクロ的な存在感の平均)を我国との対比において
示していることになる。これで「基礎J1広域J1超広域(=州)Jを見ると、
3ヶ国とも、超広域のLGUたる「州」は、人LI規模が平均でも分布でも我
国都道府県と同様で、あるのに、そのマクロ的な存証!惑は随分小さい。ミク
ロ的に単一の「州J(平均:ヨコの長さ)で見ると、フランスは全く比較に
ならず、イタリアで我国の7割程度、スペインだと 5割増しと大きくなる o
つまり我国都道府県が、南欧3ヶ国の超広域単位たる「州」より、マク
ロ的にはずっと大きな存在であり、ミクロ的にも匹敵するほどのものであ
ることを認識することになる。
1-3. r分権Jと「分散J
統計的数字だけを見て、政府各部門の「存在感Jを大まかに議論するこ
とはできるが、注意すべきは、こうした数字が大きい「地方」を持つ国だ
からといって、地方への「分権jが進んで、いるとは限らないことである。
「分権J(de-centra1isation)の度合いを判断するには、そうした地方の支
出がどれほど自主的に行なわれうるのかが問われなければならない。我国
のように、「地方」歳出でも、「中央」の規律密度が濃く、凶直轄事業負担
金、義務教育教員給与、生活保護費などのように中央政府の制度・ルール
に沿って「地方」が支出するという類が多い場合は、地方「分散J(de-
concentration)になっているに過ぎない。ただ、そのような「自主歳出」
の程度まで含む統計データは、例えば地方交付税制度研究会edJ地方交付
税制度のあらまし.1(各年版)の中にあり (1地方財政計聞の歳出の分析J)9)、
概括的な姿は把握できるものの、より具体的には我国にあってすら整理す
るのが極めて難ししここでは問題点の認識に一止めておく。
9) 地方交付税制度研究会ed.r地方交付税制度のあらましJの中、「地方財政計画の歳
出の分析J(=平成21年度版では p.8)。
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1-4. ミク口的国際比較
(1) ミクロ比較の必要性
地方税財政の制度と実態に関しての考察を深めるには、以上のようなマ
クロ的な比較に加えて、行政分野ごと、自治単位ごとなどでのミクロ的な
比較を行なって、地方自治行政の実相を担えることが有効で、ある。ミクロ
での情報が有用になるのは、例えば(ア)特定の行政分野での政策についての
国際比較(とくにケース・スタディなど)が妥当性を持っか否かを検討す
る場合、(イ)地域社会のかパナンスのあり方を比較考察する場合、(功行政分
野ごとや税財政の仕組みの制度設計に際して参考にする場合などが考えら
れる。
上記の図1.2.C.では、地方の階層ごとの総計で、マクロ的に捉えた「存在
感」を各柱の「面積Jで示すと同時に、各柱のタテの長さを該当LGU階層
の単位数に応じて(=我国での相応するレベルのLGU単位数に対比して)
伸縮させることによって、ヨコ幅の長短で各階層の1LGU当たりの[平均
的」な「存在感」の大小を我固との対比において示し、ミクロ的な見方に
繋げることを試みている。
(2) 基礎レベル自治単位でのミクロ比較
例えば、 USAでの地方自治行政を支える税財政の仕組みを見て、そこか
ら地方自治の場における「受益と負担Jの一致といった考え方を導き出す
ことが妥当か百かを考察するには、そもそも彼の固における地方自治行政
のどの部分を観察した結果なのかを確認する必要がある。上水道など多く
の行政分野について単一事務のみを所管する特定目的行政主体(特定目的
区)が数多く設定され、それぞれが独自に回定資産税などを各々の所管区
域内で重畳的に課税して財源調達する場合には、たしかに各個別の行政分
野においては「受益と負担」の関係付けが、抽象的とはいえ比較的に可能
で、また適切と言える場合も多いだろう。だが、そういう状況を、我国の
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都市のように生活保護事務や無償の義務教育までも所管する総合的主体と
対比させて、「アメリカでは・・・Jと論じ、そこから「我国でも・・・Jと、地
方財源のあり方を提言したら見当違いになる。
USAの基礎レベルにおける課税状況や、議員など住民代表の数を比較検
討する場合にも、特定目的区の存在を忘れてはならない。例えばUSAでは
地方議会の議員数が我国より遥かに少なく効率的であると主張する向きも
あるが、USAで住民を自治行政に関して代表する選挙職の人々は、地方「議
員」だけでなく、保安官や財務官など直接公選の所掌分野別責任者、さら
に学校区や特定目的区の運営管理にあたる「理事」など多種多様であり、
それぞれに地方歳出と税負担の決定者になっている。2002年時点で見ると、
Cityなど総合的なLGUsだけで全米で約36，000単位あるが、その上に、学
校区が約13，000、その怖の特定目的区が約35，000存在し、これら総計84，000
ほどの地方行政主体それぞれに住民代表が選挙又は任命されている。その
総数は、データのある1992年時点で44万人ほどとされており、その後、特
定目的区は著しく増加もしたから、我閣の地方団体における公選職代表者
数とは比較にならないほど多いのである 10)。
総合的な主体たる基礎レベル自治単位を見る場合でも、今や我閣の市町
村は、国際的に見ると、例外的に大規模で、ある UKに続くほどの大きな単
位になっている。反対に今日なお極端に小規模のままであるフランスでは、
主要な基礎レベル自治行政分野の大部分が広域共同体 (communautes)な
ど基礎レベル広域行政組織の手に移管されている。従って、例えば、都市
計画や路面電車の復活などのテーマを取り上げ、そこでの税財源の仕組み
まで含めて、フランスでのあり方を我閣での参考にしようとする場合には、
単一のコミューンを考察するのではなく、広域行政主体の仕組みゃそこで
10) USAについてのデータは、 C.R.Berry，Imperfect Union: Representation and 
Taxation in MultileveI Governments， (2009)， pp.28-36.参照。
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の政策決定や事業実施の笑相を把握した上で、それを支える公共交通拠出
金 (versementdestine aux transports en commun)など税財政の仕組み
を比較検討する必要がある。
(3) 広域レベル自治単位でのミクロ比較
ミクロ的な比較が必要なのは、我国の都道府県など広域レベル自治単位
に関しても同じである。上述の南欧3ヶ国との国際比較で、ミクロ的比較
の入口だけ見たが、その他に筆者は、かつて(平成7年三第 1次地方分権
改革への動きが始まった時期)、我国の都道府県と USAおよびドイツの準
主権州、比のミクロ的に(個別単位問で)見た「規模Jの多面的な比較を行
なっている。
そこでは、 USAの独立(東部)131+1 (その後分割され、現在は161'トIlや
ドイツの州の各々に我国都道府県を対比させ、我国の都道府県は、現状の
ままでも、人口や域内経済活動の規模、さーらには歳出規模で、見て、米・独
の準主権州に匹敵あるいは凌駕することをデータによって示した。そこか
ら「我国の都道府県は、たしかに100年以上の年数を経た存在ではあっても、
地方分権の受け皿として小さ過ぎるとばかりは言えない」ことを実証し、
問題は、むしろ「このようなく大きな〉自治単位に対し、自立した地位と
相応の権限・財源を付与してこなかった」ことにあり、 F現行単位の規模が
小さいという旨を地方分権抑制の口実にすることはできない」と結論付け
た11)。
地方分権や所謂「道州制」を考察し、制度設計する場合にも、ここで述
べた我国都道府県と米・独という連邦制国家の準主権州、さらには仏・伊・
西という単一制国家でのLGUsたる州、日の比較から得られる実証的な知
11) 山下茂「者E道府以は小さいか?J in地方自治制度研究会編『地方自治』第572号(平
成7年 7月号・ぎょうせい)巻頭。
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見を踏まえ、そうした現行 LGUs のミクロで見た~;fけを踏まえた上での冷
静な判断が不可欠なのである。「規模Jだけでなく、以下の論点それぞれに
ついても、そのようなミクロ的比較が有効と考えられるが、本稿ではこの
程度の問題提起に止めたい。
2.地方歳出
2-1.地方経費の内容一分野別歳出の把握ー
地方財政支出のデータが行政分野別に得られる場合には、その国におけ
る事務配分を定性的にではなく、定量的に大づかみすることができる。筆
者は、かつて IULAの1969年調査と1978年調査を利用した地方の行政分野
別の支出規模を順序付けした結果を一覧表l叫こして、多くの固で教育の占
めるウェイトが大きく、それ以外では、警察等の社会の安寧保持の分野が
重要な位置を占めることを叙述した。一方、保健衛生や産業・経済の分野は、
国によって重要度が佐々になっていることに着眼した。
その後、国連が各国の一般政府支出に共通する目的別分類13) (COFOG) 
を提案し、現荘ではOECDが毎年まとめる "NationalAccounts"などで、
その区分を適用した結果の数字が掲載されている国も多くなって、「地方J
支出を分野区分したデータを見ることができる。
ただ、そうした観察をする場合、現在もなお、各|王|の聞で事務配分ルー
ルが異なるだけでなく、統計データ作成に際する行政分野の分類や経理ル
ール(予算・決算で経常と投資を区分するか、公債の)LJ利償還費を行政分
野別に把握するか否かなど)も違っているため、各国の聞の差異を正確に
は比較しえないという問題がある。
12) 山下他『比較地方自治~ (増補改訂版)p.256 表3すA及びシ3B。
13) COFOG=Classification of the Functions of Govemment.これはSNA1993で示
された14分野区分を199日年に改訂し10分野区分としている。 UN.Statistical papers 
M84 (2000). Classifications of expenditure according to purpose参照。
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表2.2. 地方(+州)政府支出の行政分野別区分
(各行合計中の割合:.%)
お《空 その他 防衛 治安・ 経済 環境 住宅・地 保健 余暇・ 教育 議|一般 安全 対策 保全 域整備 衛生 文化
単一制
フランス 19 3⑦ 13④ 7⑥ 15@ l③ 10⑤ 16① 16① 
イタリア 13 0⑨ 2⑧ 15② 5⑤ 5④ 42① 4⑦ 10③ 4⑤ 
日本 26 6⑥ 11④ * 17② 6⑤ * 19① 17② 
スウェーデン 11 0⑨ 1⑦ 5④ 1③ 3⑥ 27⑨ 3φ 22@ 28① 
UK 9 0⑤ 11③ 8④ 4⑤ 3⑥ 3⑤ 31① 29① 
平均順位(日本除<) ⑨ ⑤ ④ ⑤ ⑤ ⑤ ⑥ ② ② 
連邦制
ドイツ チト| 26 9④ 11③ 1⑧ 3⑤ 1⑦ 2⑤ 24① 23① 
地方 14 5⑦ 12③ 6⑤ 7④ 2⑧ 7④ 16② 32① 
機スペイン外l 10 2⑥ 12③ 1③ 2⑦ 35① 3⑨ 27@ 8@ 
地方 34 8⑤ 11② 11③ 12① 2⑧ 10③ 3⑦ 8⑤ 
USA 州 12 10④ 15③ 2⑥ 22② 1⑦ 32① 6⑤ 
平均 地方(2ヶ悶) ⑥ @ ⑤ ③ ⑧ ④ ⑤ @ 
順位 州 ( 3ヶ国) ⑤ ③ ⑤ ⑤ ③ ⑥ ① ③ 
(注)1.出典・ OECD，N ational Accounts (2006)， V 0 1 ume IV， General Government Accounts 
掲載の各国別表のうち第lV表。準主権州や地方について記載のある閣のみ掲載(日本は例
外.下記注4参照)。国の並ぴはアルファベットj順。
2.データは国により2004年又は2005年。車スペインはこの統計では連邦制扱い、 USAは州
についてのみデータあり。
3. r -Jは該き誌なし、 rOJは該当あるが四拾五入の結果-t'ロ。数字をOで閤んで示した順
位付けにあたっては、「その他一般J(Gen巴ralpubJic services)を除外し、僅差(支出金
額の差が5%以内)の項目同士は問順位としている。
4.我国は、 r:1也方」分の表が掲載されていないので、地方財政白書での類似した区分による
データを近似として用いている。*印は我国では独立項目でない。
2-2.行政分野別歳出シェア
OECDの統計には、政府部門の支出を行政分野別に区分したデータ
(Expenditure by function)も掲載されている国々がある。表2.2.は、
OECDの原データ(実際の支出金額データ)をもとに、単一制国家の「地
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方」、連邦制国家の「州、トト地方」で、の各行政分野別支出が総支出に占める割
合を各国別に算出したものである。そのうえでシェアが大きい順に①②…
などの順位を示している。我国については「地方」での分野別データが示
きれていない (206年版OECD)ので、公式の地方財政統計での区分で
OECDの区分と類似した項目を比較対照する形で列記した。なお我国では
「公債費」が全体で一括されているので、 OECDとの分野別での比較には
限界がある。
「地方」の行政活動の分野別での大きさは、表中で、各国別には該当の
行ごとに記入された①②という順位を、国際的には「平均」の行での順位
に、それぞれ着目することぞ概観できる。表では、各国での各分野の①②
などの順位をタテに加算して、「単一制Jr連邦制」の区分ごとに単純に国
の数で割るという計算をした結果の数字を記載し、「国際的」に見た順位を
示すものとしている。各国ごとの順位には無視しがたい変動があるため危
険ではあるが、ごく大まかに概括すると、様々な分野が含まれる「その他
一般JをZlUとして、「教育Jr社会保護Jr保健衛生Jのウェイトが高〈、そ
れに「経済施策」が続くという姿になっている。分類項目が共通で、はなく
単純な比較はし難いが、我国の場合も「教育Jr民生」は大きな割合を占め
ている o
個別の国を見ると、単純な「平均」を過度に一般化することは慎まなけ
ればならない。「教育」は、教員が国家公務員でその給与が「地方Jに含ま
れないフランスなどを含めても、各国共通に大きなウェイトを占める。「社
会保護」は、スウェーデンと独や英・仏では大きな割合だが、伊・西・USA
ではさほど大きくはない。一方、「保健衛生Jは伊・商で①位、 USAで@
位であり、逆に英で「該当なし」、仏・独では⑨と、権限外またはそれと同
様の状況にある。「公序・安全Jでは、警察行政の碁本部分をどの主体が担
うかで大きな差が生まれる。我国では他国と較べ「土木費」の割合が大き
く、インフラ整備に長い歴史の積み重ねを持つ欧米とは様相が異なってい
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る。
GDP対比で「地方」の規模が大きくなるのは、一般に教育、保健、医療、
社会福祉などが「地方」の任務とされる国であり、我国もその中に含まれ
る。他の欧州諸国で見ると、「地方」が大きい国にはデンマーク、フィンラ
ンにさらにオランダがある。前2者はスウェーデンに類似するが、後者
では中央などの事務を地方が実施する方式の影響が大である。また「地方」
が特に小さい国にギリシャがある。古代には都市国家で民主主義が栄えた
国であっても、現代の地方自治の充実に繋がっているわけで、はないらしい。
2-3.比較分析上で留意すべき点
こうしたテータは、いずれにしても各国での統計データの作成方法の差
異を無視できないので、あまり細かな議論は避けるべきである。数値の差
異は、各国の置かれた人口・社会・経済的な状況如何の差異だけでなく、
社会福祉制度、公衆衛生行政、公的な病院制度のあり方知何などで大きく
変わる。例えば医療が中心任務の広域LGUsを置くスウェー テ、、ン、国営医
療制度 (NHS)のUK、公的病院には別個の制度を持つフランス、公立病
院は企業会計で普通会計ベースの決算統計には含まれない我固などがある
中で、保健衛生の分野を横断的に比較するには、こうしたデータでの概観
では不十分で‘ある。
そのことは様々な分野で、「中央」など伯の政府部門、さらには公役務の
民営化の様相を含めて、一回全体での取り組みを観察する必要を示唆する。
政府部門全体を見れば、例えば仏・独では、社会保障関係経費が大きく、
内訳を見ても高齢者、保健などの項目の重要性に特色が見られ、財源閣で
も社会保障負担が重くなる o 公役務の民営イじが進んだ UKでは、法律上で
「地方」に配分されている事務でも、実際の地方歳出は少なくなるだろう。
公役務をどの都門が担当するか、どのような制度ならより実効があがるか
は、丹念な実証研究が必要で、あり、本稿では課題の示唆だけに止める。
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2-4.地方政府部門の中での階層ごとの主要行政分野
「地方Jの中で、どの階層の単位がどんな行政分野を担っているか、統
計データから考察することも有意義で、あるが、実際には、上述と同様の理
由から、諸外国について共通した尺度で行うことは困難である。
そこで情報がある単一制政体の国々での状況のみについて見る。まず、
我国では概略的には、普通会計ベースの目的別(但し公債費は独立項目で
行政分野別になっていない)で見て、「基礎Jでは民生費〉土木費>(公債
費)>総務費>教育費>衛生費と、一方「広域」では教育費>土木費>(公
債費)>農林水産業費といった順序になっており、それに企業会計による病
院や、主に「基礎Jで、の上下水道や都市交通などが加わる。
比較的にデータが参照しうる欧州諸国をごく概括的に見ると、「基礎」は、
一般に上・下水道、一般廃棄物の収集・処理、都市計画、地方溝、社会福
祉役務、学校施設、文イb振興などが中心で、固によっては、電気や熱の供
給、社会的住宅、高齢者ホームなども担う。一方「広域」は、広域交通網、
教育、社会福祉(障害者や児章福祉など)、環境保識などが主要な事務とな
っている。地域計画や開発政策は、 2層帝Jj["地方」編成では「広域」に、
3層借1]では「超広域」に割り当てられるのが通例。スウェーデンやデンマ
ークのように鹿療(公立病院)や保健の分野で「広域」が中心的役割を担
う国もある。
3層帝1]["地方J編成での「広域(県)J["超広域(州)J聞の任務分担は、
フランス(前者が大)とイタリア・スペイン(後者が大)との聞で顕著な
差異が見られる。地域計画や経済開発、職業教育・訓練、地方鉄道など底
域交通網などを「超広域z州」が扱うことは共通するが、教育・文化や保
健福祉などの分野でも「州」が担う範囲が大きいのはイタリア・スペイン
においてである。
なお「基礎」が2層制「地方」の中で著しく大きなオランダの場合は、
「中央」や「広域」の事務の実施を「基礎」が担う仕組みがあり、失業給
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付、社会福祉、教育、地域計画、交通など幅広い分野の支出を「基礎」が
担う 1ペ任務遂行の仕組みに我国と類似した面があり、支出額の多寡で「存
在感jを概観できても、それで、「分権」度まで比較するのは避けなければ
ならない。
2-5.地方の投資的支出
「地方J歳出の中で投資的支出は、我国では大きなウェイトを占めてい
る。欧州諸国での状況(2000年時点)について概括的に見ると 15)、地方歳出
全体の中で投資的支出が大きなウェイトを占める国には、ギリシャ(4割)、
ポルトガル(3割)、アイルランドやフランス(2割)などがある。 10数%
レベルの国がスペイン(16%)、ドイツ (14%にイタリア(13%)、ベルギ
一、オランダなど多く、特に低いのはUK(7%)、スウェーデン (6%)、
デンマーク (3%)である。
それらのうち南欧3ヶ国(仏・伊・西)では、公共投資金体の中で「地
方」が占める割合も 7割程度にも達する。スウェーデンやUKなどでも 6
割程度と高くなっているが、そもそも公共投資が小さい場合(UK)と、他
の地方支出が特に大きいため地方歳出全体の中では投資の割合カ河島い場合
(スウェーテ守ン)とに分かれており、こうしたデータの持つ意味について
は、単一の尺度だけからの観察では限界がある。
実際、「地方」の投資的支出を GDPと較べた場合には、アイルランド、
西 (2.3%)、仏 (2.1%)、オランダ、ポルトガルなどが大きいグループに
入り、スウェーデン(1.4%)は中位イ寸近、ギリシャ (0.9%. そもそも地
方歳出規模が僅少)は小さく、 UK(0.7%)はEU諸国内で最低水準であ
14) これを「基礎」と「中央Jとの「共同管理J(joint.manag巴ment)と呼ぶこともあ
るが、その仕組みと実態を十分に観察する必要がある。
15) ここでのデー タはD巴xia，Les finances local巴sdans les quinze pays de l'Union 
europe巴nne，(Edition 2002)所収のものによる。
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る。こうしたデータは、社会共通資本の蓄積に加えて、 PFI方式などの広
がり如何にも関係した政策的な対応の現われであり、幅広い視野からの比
較分析か望まれる。
3.地方歳入の構成
3-0.地方歳入のデータと比較分析上での注意点
地方の歳入についても様々な分類方法がありうるが、ここでは国際比較
可能なデータがある OECDの "RevenueStatistics"で採用されている
IMF方式の分類項目により、各国での地方歳入の構造を概観しよう。
この表を見る場合、我国では、一般の統計データを使うと、投資的経費
の財源たる地方債も含めた構成を見ているので、経常収入のみでの構成を
示す諸外国の姿とは同一尺度での比較にはならない。そのため我国につい
ては、表では、まず第 1行に斜体字で地方債まで含めた原データを掲載し、
第2行に地方債を除いてみた場合を示して、他国と比較できるようにして
ある。
また、ある歳入項目を統計処理上で「租税」に含めるか「使用料・手数
料」などに含めるかは、国によってバラツキがある。例えば民間企業が
LGUsに対して支払う義務的な公的負担を「租税」扱いしているとは限らな
い。「租税負担」の国際比較は、肝心の「租税」の範囲について、無視しが
たい定義の問題を拍えているのである。
したがって国際比較をする場合、図表などの形で単純化された情報だけ
で判断することには問題が多い。そのような重大な留保をしたうえで、表
の示すところを概括しよう。
3-1.歳入データから見たポイント
(1) 州・地方とも租税収入が中心
まず、単一制国家も連邦制国家でも、 UKを極端な例外として、州・地方
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表3.0. 地方経常歳入の構造比較 (2005年)
[単位:%、 O中は順位]
政 地方税 非租税
非租税収入内訳
移転
国 名
収入計 収入計 財産 料金等
そのイ也
収入体 収入 収入 雑収入
日本 36(J) 11 1@ 3⑤ 7@ 19@ 34@ 
単 同(起債除<) 41① 12 l⑤ 3⑤ 8③ 6④ 40② 
フランス 46① 26 l⑤ 15③ 10③ 0⑥ 28② 
制 UK 13@ 16 3@ 12@ 1⑥ 1@ 69① 
国 イタリア 46① 13 1⑤ 7③ 5④ 0⑤ 40② 
家 スウェーデン 64① 14 2⑤ 11③ 1⑤ 2④ 20@ 
5ヶ国平均 ① ⑤ ③ ⑤ ⑤ ② 
チトl 3679① ① 8 2l⑤ ⑤ 147④ @ 36@ ④ 61③ ⑥ 3185② ② ドイツ 地方 25 
計 56φ 15 l⑤ 9@ 4⑨ 4@ 25⑨ 
チ1'1 52① ① 20 14③ ② 2O@ ⑤ 二8 298 スイス 地方 49 35 28 16 
連
言十 50① 26 6④ 19③ 1⑤ 一⑤ 24② 
邦
56① チト| 18 9③ 
171④ @
2⑤ 2⑥ 23② 
告リ USA 地方 46① 19 7④ 1⑤ 0⑥ 35② 
国 計 51① 19 8④ 9③ 2⑤ l⑥ 29② 
家 チ1-1 23 123@ ④
lig 3l⑮ @ 一⑥ @カナダ 地方 41 19 41 
計 55① 22 10④ 10@ 2⑤ 一⑤ 23③ 
4ヶ国 チ1-1 ① φ g ④ @ ⑤ ⑨ @ ⑥ ② φ算術 地方
平均
計 ① ⑤ ③ ⑤ ⑤ ② 
9ヶ圏外l'地方計 ① ⑤ @ ⑤ ⑤ ②| の算術平均
(出典) 原データは OECD，"Revenue Statistics 1965-2006"， (2007)掲載のもの。州・地方税
は同書PARTIV、地方税以外は PARTVに掲載の原データをもとに量産者がウェイトを算
出したもの。分類項目の説明は同書p，267-参照。
(注)1.我聞については租税以外の項目のデータは、 1990年時点のもののみが問書に記放されて
いる。項目分類も異なるため、我閣の地方財政統計での歳入区分で計算した。このため斜
体字の行では「その他」に地方債や繰入金も含まれている。
2.スイスの非租税項目は2002年デー 夕、 USAでは2001年データによる。
3.スペインはOECD統計では独自の分類を用いていると恩われるので除外。
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の歳入のうちでは租税収入が最も大きなウェイトを占める。その構成割合
はドイツの州レベルやスウェーデンでの60数%から、我閣での41%ほどを
経て、 UKの僅か13%まで、大きなバラツキが見られる。単一制国家グルー
プ内だけで見ても、我国では、地方債を除外して比較しても、やはり地方
税の割合は少ない。連邦制国家では、チト日:地方とを合わせて見た場合、税
収が50-56%程度に分布しているが、 4ヶ固いずれにおいても、州での税
収割合が高〈、地方では50%に遣しないレベルで、単一制閲家の仏・伊両
国や我国と同程度になっている。
(2) 移転収入は2-4割-UKが極端な例外一
次に重要なのは政府間での移転収入であり、極端に多い UKを例外とし
て、大方は20-40%といっ水準になっている。単一制国家では、 UKの69%
が際立つているが、逆に地方税が大きいスウェーデンでは 2割程度に止ま
る。連邦制国家では、スイス以外で、チ卜はりも地方における移転収入の割
合が高〈、 35-41%という水準にある。
このように「移転収入」と一括りにすると、その中での「特定J1一般」
の差がわからないことが大きな問題である(この点については後述)。また
各国での割合は、地方の担任する行政分野、地域聞の経済力格差、そして
行政需要の差異に、地方税制と財政調整制度の組み立ての差異が交叉して、
さまざまな様相を畏するので、これらの数字だけを単純に比較しただけで
議論や制度設計をすることは危険である。
(3) 料金収入等も重要
第3に、各国とも料金収入等が重要である。統計の項目としては、「財貨・
役務の販売」による収入となっているが、我国の場合、地方公営企業での
料金収入は普通会計ベースの統計の外なので、他国よりも数値が小さくな
ることに注意が必要である。
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この項目は、大方の国で第3順位の収入項目になっており、住民への役
務提供の役割が大きい地方行政の特徴が現れている。連邦制国家では、い
ずれも州よりも地方において重要になっているのは〈その現れと言えよう。
ただ、そのウェイトを見ると、スイス1で2割近〈、フランスで15%に達す
るが、大方は1割前後である。「受盤と負担」を直接的に結び付けることが
出来るような地方公役務(フランスでは、そうした公役務を「営業的公役
務Jと呼ぶ)の範聞が、その程度に止まることは、地方税財政の全体を見
る上で重要な示唆を与える。
4.地方税
4-1.地方税の規模
地方の歳入のうち、政治・行政的意味でも、その規模の大きさから見て
も、最も重要なものが地方税である。
ここでは、規模を見るために、中央+地方+社会保障基金という「全租
税J負視の水準と、その中での地方税のウェイトを一覧表にする。一閣の
政府部門全体が課する租税全体と、その中で地方税がどれほどのウェイト
を占めているか、 OECDのデータによって見ょう〔表4.1.J。
1 )我国での全租税負扱は低い水準 この表で、まず政府部門全体の(杜
会保障関係の義務的納付を含めた)租税収入の規模をGDP対比で見ると、
27%の我国は USAとともに最低水準にある。他の諸国は30-40数%の水
準にあり、スウェーデンでは50%を突破している。算術平均の36%という
水準は、ほほ、OECD諸国全体の平均に近い。
2 )我国の地方税シェアは「平均」前後祖税を中央・(州十)地方・社会
保障基金に 3区分すると、中央政府のシェアが最小 (30%)のドイツから
75%にすら及ぶUKまで大きな聞きがあるが、 30%台が我国を含めて 4ヶ
国、 40%台が3ヶ国、 50%以上が3ヶ国という状況である。ただ、このよ
うなデータは、中央・州・地方聞の任務分担の差異に加えて、社会保障制
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表4.1. 総政府部門税収に占める地方税収の割合 (2005年)
[単位:%] 
政 全租税 州と地方 外1+ 社会保
国 名 超国家 中央
体 /GDP 介| J也}j 地方計 障基金
日本 27 38 25 25 37 
単 フランス 44 1 40 12 12 48 
UK 37 l 75 5 5 19 
制 イタリア 41 。 52 17 17 31 
国 スペイン 36 。 37 一 30 30 33 
家 スウェーデン 51 1 56 32 32 11 
6ヶ国算術平均 39 l 50 20 20 30 
ドイツ 35 1 30 21 8 29 40 
連
ヂE スイス 30 35 25 16 41 24 
市IJ USA 27 41 20 14 34 25 
国 カナダ 33 45 38 8 47 8 
家
4ヶ国算術平均 31 。 38 26 12 38 24 
10ヶ国算術平均 36 。 45 17 27 28 
(出典) OECD， "ReVenlle Statistics 1965-2006ヘ(2007)所収のTablesA&E。
(注) 社会保障基金への義務的納付も本Il税に含めている。共同税は取り分に応じて案分。
度の財源負担のあり方によって大きく変動する。
連邦制国家での州のシェアはUSAの20%からカナダの38%まで分布す
るが、州、陀純LGUsとの聞で見ると、カナダやドイツで顕著なように州の
シェアの方が相当に大きい。単一制国家では、地方税が僅か 5%ほどのシ
ェアしかない UKが極端な例外である。それ以外の国々での状況も区々
で、仏・伊の10%台から、我国の25%、最大はスウェーデンの32%である。
結局、我国は、単一制国家のうちでは平均からやペコ高めに位置するが、連
邦制国家での「州+地方」計を含めて比較した場合には平均を下回る。
地方税のシェアの大小を評定するには、その前提として、中央・州・地
方など政府部門の聞での任務分担ルール、地方の任務と歳出の内容、地域
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閉経済格差の状況、他の財源のあり方、そもそも国民の連帯感などと関連
付けた分析が必要であり、こうした概観はその準備段階の作業に止まる。
4-2.地方税の税目構成
(1) 地方税にも多様な税目
地方税には、どのような税目があるのか? OECD統計には、地方税に
ついても、どのような種類の税で構成されているかが比較されており、個
人所得課税、法人課税などの区分に応じた収入の状況を示すデータが掲載
されている。表4.2.は、各国別で地方税収全体 (=100)に占める様々な税
の種類別の割合(%)を示している。
この表を見ると、地方税は財産課税のみのUKと、逆に個人所得課税の
みのスウェーデンが両極端にある。この両国を除くと、単一制国家でも連
邦制でも、地方・州税としては、財産課税と個人・法人所得課税とを併用
する国が多い。
(2) 地方の法人課税には様々な工夫
地方税として、我国の法人所得課税九独・仏の営業税(仏は「職業税」
とも邦訳)、伊のlRAP(生産活動税)のように事業活動への課税を工夫す
る事例もある。 UKでは、法人への財産課税たる非居住用資産税 (NDR)
が、税率を会関均一化し税収配分を調整するために国税化されてはいるが、
実際には全額地方に譲与される。
一覧表では、地方による法人所得課税は、単一制国家のうちでは、我国
だけが顕著に見えるが、仏・独・伊など各閣それぞれの方法で法人への課
税を行なっており、その負担も大きい。付加価値税や売上税、あるいは物
品税のように消費・流通の過程での課税も多くの閣で用いられている。自動
車税など特定の物財の利用に着目する課税もある。また、「地方」のうちに
連邦制下の「州」を含めるか否かによっても全体の見え方は変わる。
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表4.2. 地方税収全体中の種類別の割合 (2005年)
[単位:%J 
政 国 名 個人 法人 財産 一般 物品・ 物財 その他体 所得 所得 役務 利用
日本 24 24 30 7 8 6 l 
主幹 フランス 51 14 3 32 
一 UK 100 
制 イタリア 17 2 14 5 13 8 42 
国 スペイン 23 2 28 24 16 6 1 
家 スウェーデン 100 
6ヶ国平均 27 5 37 6 9 4 13 
国 名 個人・法人 財産 一般 物品・ 物財 その他所得 役務 利用
ドイツ チト| 50 5 38 2 5 
連 地方 77 17 5 。 。 。
邦 スイス 外| 77 16 l 6 
地方 84 15 。 。
市日
USA チト| 41 2 32 15 10 
国 地方 6 72 11 5 6 
家 カナダ チト| 44 5 19 16 4 12 
地方 95 。 。 2 3 
4ヶ国 州、l 53 7 22 9 6 3 
平均 地方 42 50 4 l 2 l 
(出典) OECD， "Revenue Statistics 1965-2006ヘ(207)，Tables 136 & 138. 
(注)しこの表で「平均」は算術平均で、数字の無い国は当該項目ゼロとし、割り算の分母の国
の数を単一制で6、連邦制で4としている。
2. OECD分類項目の定義は次のとおり(同著書pp.288-9)， r財康」税r 有形・無形の不動
産・資産への課税、「一般」税=付加価値税・売上税等、特定「物品・役務」税ニ物品税・
関税・特定役務税等、「物財利用」税=自動車利用税・許認可税等、「その他」税=事業者
負担(営業税)・給与支払い総額への課税・その他。
(3) 連邦制下の地方税と州税
この表の範聞内でも、連邦制国家において、チト比純「地方」との聞で、
税目種別構成には異なる姿が見える。州レベルでは、個人・法人の所得課
税や一般消費課税が普及している。一方、地方レベルでは、欧州のドイツ・
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スイスでは所得課税が大きし同時に財産課税をある桂皮併用するが、北
米の USAとカナダでは、所得課税は僅少で、、財産課税が圧倒的に中心であ
り、 UKでの姿を想起させる。消費への課税は、地方レベルでは、 USAを
除いて限定的になっている。
(4) 適切なタックス・ミックスを
こうした税目の多様性に関しては、各国での中央政府の税制との兼ね合
いをも考慮、に入れ、社会保障関係義務負担を含む制度全体での政府部門の
歳入調達方式を含めて比較検討する必要がある。それぞれの国で、中央・地
方・民聞の任務配，?J-と、地方の歳出構造を基礎に、国内の地域閉経済状況の
差異(→税源偏在)まで見通した適切なタックス・ミックスを地方税制に
おいても達成するには、総合的に国民/住民と企業の租税や社会保障関係
負担を勘案したデータを国際比較して分析するという視野の広いアプロー
チが必要となる o
4-3.地方税課税と自治単位の自由度
(1) 税目設定
LGUsがどのような税目を地方税として賦課しうるかは、ほとんどの国
で「中央J(準主権十卜陀含む)の立法によって具体的に税目と制度の内容が
規定されている。
まず、単一の地占税目しか法定していない UKでは、それ以外の税目を
地方の発意て創設する余地はない。多数の地方税目が法定され、各制度の
基本的枠組みが法令で規定されているフランスやイタリアでも、地方の課
税が義務的なものと任意的なものとの差異はあるが、法定以外の税目を地
方が生み出す余地はない。
連邦制の国では州聞での差異もあり複雑な様相を呈する。 ドイツでは、
政府部門各層ごとに多様な租税の立法や収入の権限が配分されているが、
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基本的な税目についてのλ工法権限は「中央J=連邦にある。州の立法による
ものとしては、地域的消費課税など州税の他、基礎レベルLGUsたるゲマ
インデの税として、飲料税、教会税、犬税などがある。 LGUsには州法に明
記きれていない新税を自らの発意で設定する途が聞かれている場合があ
り、包装税などの事例が見られる。 USAでは、連邦憲法に州の、各州憲法
にLGUsの課税権について、それぞれ制限するルールが盛り込まれてい
る。LGUsの課税権も州の授権に由来する。同種の税目であっても州聞に制
度的な差異があったりはするが、同一州内では、州、!の設定する法的枠組み
によって、地方税制が詳細に規定されている。「ホーム・ルーノレ」を認めら
れている LGUsの場合でも、課税に関しては州法の制限に服しており、新
税の導入には相当の制限が付されている 16)。
我国では、地方税法の規定により、基礎・広域のLGUsそれぞれの類型
ごとに多様な税目が列挙され、基本的な税目とそれぞれの内容は法定され
ている。しかし LGUsには、法定された以外的税目(法定外税)を自らの
発意によって創設することも認められており、実際にも各地の事'情に合わ
せた独自の課税が見られる。現在では、法定外税の創設手続きについての
「中央j統制も緩和ぎれており、諸外国に比して自主課税の余地は広くな
っている。ただ実際には、既に基幹的な課税対象は国税や既存地方税目に
把捉されていることや税収聞での実効の程度が問題である o
(2) 税率の設定
法定された税目の場合、その税率について、自治単位にどの程度の裁量
が認められるかも重要な論点である。
単一税目しかない UKでは、各自治単位での予算編成過程を通じて、毎
年度の歳出水準と税率の設定が行われるが、 1980年代以降、税率に上限を
16) 金子善次郎 mSA連邦制度j(良書普及会・昭和52年)第八主主参照。
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設定する capping帝Ij度、予算の伸ぴ率の規制、税率上昇のカゃイドライン設
定など、折々の政権によって様々な制限が設けられてきた。
多様な地方税目があるフランスやイタリアでは、税目によって、全国均
ーの税率が法定されでいる税目と、各自治単位での予算編成により税率が
設定される税目がある。後者の場合には、法令で定める基準税率や同一レ
ベルLGUs聞で、の平均水準等に上下の一定幅を加減した範囲に収めるル
ールや、同一LGUの課する各穂税目聞で同様な率での同時増減税を義務
付けるなどの規制が設けられている。
連邦制国家を見ると、ドイツでは、ゲマインデ税たる営業税や不動産税
の場合に、各LGUが税率を決めることができる。そのため税率は、地域問、
州聞で非常に大きな格差が生じる一方で、近隣では事実上横並びになるな
どしており、さまざまな問題が指摘されている。 USAでは、最も重要な地
方税目である財産税を、同一地点=同一財産について、複数の地方自治行
政主体(カウンティ、タウンシップ、学校区、衛生行政区、その他の特別
目的院など)が各々独自に(つまり薫畳的に)課税をするので、納税者に
とって極めて複雑な状況を生んでいる1η。
5.政府聞での移転財源ー財政調整制度と特定補助金一
5-1.政府間移転財源
(1)移転財源の大きさ
上記の表3.0.で見ると、我国では地方経常歳入に占める移転収入の割合
が全体の1/3で、租税収入に匹敵するほど重要で、ある。I 国際比較した場合、
その割合が最大なのはUKで7割にもなり、歳入の中で既倒的なウェイト
17) USAにおける地方での重畳的な課税の笑態などについては、前掲のC.R.Berry，
Imperfect Union-Representation and Taxation in Multil巴velGovernments， (2009， 
Cambridge Univ. Press)を参源。
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を占めている。小さいのはスウェーデン (20%)で、地方税の割合と逆の
姿になっている。単一制国家では、伊・仏でも歳入中で地方税に次ぐウェ
イトを占め、我国は表の5ヶ国中で中央に位置する。
連邦制国家でも「州+地方」で見て23-29%であり、収入の大きさが租
税に次ぎ2番目に重要なものである点は共通。とくに純「地方Jレベルを
見ると、スイス以外では35-41%という高い水準にあり、我国よりむしろ
大きく、国によっては地方税収に匹敵するレベルに達する。
(2) 移転財源の区分一一般財源移転と特定補助金一
1)統計上の問題 このように政府間移転による財源は、我国ばかりでな
く、多くの国で重要な位置を占めるが、その内訳は一様ではない。表で利
用したOECD統計は、租税以外の項目については、もともと IMFの統計
(“Government Finance Statistics Yearbook ")を利用しているが、そこ
では「中央」から「地方」への移転財源全体を英語のgrantという概念で
一括りにしている。資金の流れを最的に見るだけならば、それでもそれな
りの観察にはなるが、地方自治論の観点から考察する場合に重要な「一般
財源、移転」と「特定(目的)補助金」との区別は見えてこない。キチンと
した比較をするには、その区分ごとの統計データを各国ごとに見る必要が
ある。
2 )概念上の問題 もう一つの問題は言語に自来する。我国では、地方の
財政調整で最も重要な地方交付税は、その性格に鑑みて、「税」という呼称
を法律上で付与きれており、決して「補助金」の類ではない。'ところがUK
では、中央からの移転 (transfer)はRevenueSupport Grant (略RSG)
が中心であり、地方への一般財源の移転で、あるにも拘わらず、「補助金」と
邦訳きれがちな呼称が付与されている。米英語の母闇UK式の概念では、
中央から地方への移転がgrantとされ、その中が「一般補助金J(general 
grant) と「特定補助金J(specific grantや subsidy，他に ear-marked、
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近年では ring-fencedなどの形容詞も用いられる。使途規制の程度はさま
ざま)とに大別される。それに対してフランスでなら、特定補助金は sub-
vention、一般目的のものは「交付金Jに相当する dotatione区別きれる。
OECD統計でほ、こうした各国が制度上で区別しているものを一括りに
し、我国については全てを Grantsの項目に、仏・伊・スイスなどでは Dons
の頃目に区別なしに入れている。そのため、数量的なデータとしては使え
るが、移転財源の質的な(政治・行政的な)意義は表現し得ない。
(3) 移転財源の区分ごとの状況
各閣共通の分類や尺度によって収集された情報で移転財源を大きく「一
般Jと「特定jとに区分し各々の割合を示すようなデータは、各国につい
ての調査研究の中で散見されるに過ぎない。 OECD統計と関連付けたり、
一覧表にまとめたりはし難いが、筆者の手元にある資料の範囲内での情報
を用いて大まかな概況をイメージしよう。具体的な数字は各国ごとに時点
が異なるので、大まかに 5、10%区切りになどして略述する。
1)我同など単一制国家 まず我国の場合、移転財源は地方総歳入の1/3程
度で、その60%ほどが一般財源移転(地方交付税が中心)、 40%ほどが特定
補助金(国支出金)である(平成16年度)。
フランスでは、特定補助金はら%弱しかなしはとんど (95%以上)は
ー殻財源たる各種の交付金で、その中心は DGF(経常費総合交付金)。一方、
UK (うちイングランド)では、かつては一般補助金たる RSG(地方経常
歳入支援交付金)が大きな割合を占めていたが、 2006年度以降、労働党政
権による教育行政の中央集権化によって、 RSGの中から教育関係部分が分
離されて特定補助金化されたため、割合も「特定J70%、「一般J30%へと
逆転している。しかも「一般」移転の中心は、大幅に減額された RSGでは
なく、かつて地方税だ、った NDR(非住居資産税士企業用財産への固定資産
税)が凶税化されたものからの税収を地方に譲与する譲与税となった。
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スウェーテ唱ンで、は、概ね「特定J25%、「一般J75%という割合で、後者
の中心は財源均衡化交付金である。なおスペインの場合には、移転財源は
複雑で、、とくにEUからの各種補助金が極めて大きな割合を占めるため、
IGRに絡めての議論を圏内だけを見てするのでは視野が狭過ぎる。
2 )連邦制下での状況一方、連邦国家の場合には、準主権州が存在する
ため、非常に複雑になる。例えばドイツでは、連邦と州との共同税が重要
なうえ、州聞での財政調整、それを補う連邦補充交付金、旧東独地域を支
援する「連帯協定」に基づく給付、さらに基本法上の「共同任務」などに
係る特定補助金があり、単純なデータ整理が行ない難い。チト|から LGUsへ
の移転の場合でも、(共同税のほかに)I一般JI特定jの財源移転制度が各
州にあり、その合計で見ると大方前者60%、後者40%という内訳になって
いる。スイスの場合は、連邦から邦(カントン)への移転が邦歳入総額の
1/4ほどで、その中には分与税や補助金があり、それぞれに財政力を考慮す
る部分が含まれてきた。従来、補助金を通じて連邦が邦を自らの下部機関
化してきたという批判も強かった。 2008年からは新財政調整制度(NFA)
が実施されており、「補完性の原理」や「パートナーシップ」による連携・
協働などを尊重し、補助金の包括化を進めるなどしてIGRを改革したこと
が注目きれる。
3) USAでの状況 USAでは、歳入中に占める移転財源の割合は、州「で
20%強、純LGUsで35%ほどになっていて、純「地方J:での依存度が大き
い。LGUsの依存度は、州により、また類型によって大きな差異が見られる。
「一般Jvs I特定」の区分で見ても差異があり、 USA全体を概括すること
は難しい。
「一般」移転について見ると、かつてニクソシ政権により1972年に「一
般歳入分与J(General Revenue Sharing)という名称で連邦から州への「一
般」財源移転が制度化されたが、 15年ほど存続しただけで、 1987年には閉
じ共和党のレーカツ政権下で廃止された18)。ただ州から LGUsへの「一般」
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移転として、一部のリー 1-119)に州域内の LGUsに係る財政調整制度がある。そ
の規模は(連邦の一般歳火分与が廃止された頃のデ、ータで)州から地方へ
の移転総額の 1割程度だった。
4 )カナダでは憲法で規定 一方、カナダ、では、州聞の財政力格差を埋め
る平衡交付金を設けることが連邦憲法で規定(936②)されており、 USAと
は様相が異なる。移転財源は州経常歳入の20%ほどを占めるが、そのうち
「一般」移転が7割程度になっている。
LGUsでは40%ほどを占めるが20)、「一般Ji特定」の区分について見ると、
オンタリオ州内の場合は、地方の歳入の1/4が移転(ほとんどが州からの移
転)による収入で、内訳は「一般J(全て州から)が13%、「特定J(若干は
連邦から)が87%であり、圧倒的に特定財源の移転である。
5-2.一般財源移転制度一地方財政調整制度一
(1)財源保障と地域間均衡化一財政調整の理念一
1)憲法上の位置づけ 一般財源移転については、フランス、イタリア、
カナダなどで、国の憲法上に規定されている。
中でもカナダの1982年連邦憲法は、「平等化及び地域間格差」と題する第
3章で、「州政府が同様の水準の公共サービスを同様の水準の税負担で、提供
18) USAで判一般歳入分与については、古川俊一『政府間財政関係の政治分析j(第一
法規・ 2000年)参照。
19) 1980年代後半の時点で州から LGUsへの一般財源移転がある州には、例えばコネ
チカット、デラウェア、ニュージャージ一、ロードアイランド、ニューヨークなどが
ある。現時点ではミネソタ州などが規模の大きな調整制度を持つ州とされている。古
川Ditto.及ひツj、泉和重「アメリカにおける財政調整制度についてJin側自治体国際化
協会『平成17年度・均較地方自治研究会調査研究報告書jpp.99-126.参照。
20) ただし CLAIRのReportNo.227 (2002/05/23刊)rカナダの地方団体の概要』で
は、 2000年時点で寸也方の移転財源への依存度は20%ほどとしており、 1971年時点の46
%ほどから大幅に低下したと述べられている。 OECDデータで見られる傾向との差異
は理由不明で・ある。
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するのに十分な歳入を得ることを保障するためにj21)平衡交付金を設ける
旨を規定 (936②)し、州聞の財政調整制度の基本を明定している。
イタリアでは、 2001iF改J[1愛の憲法9119③④で、「財政力が低い地方のた
めに、使途に制限がない」うえ、地方団体の「権能行使にート分なものでな
ければならないJ平衡交付金を設けると規定し、それが国土全体で、同一水
準の行政サービス提供を可能とする旨が明確にされている。
国際的なノレールとしては、 とくに 1985年の欧~'H :i'也方自治憲章 (European
Charter of Local Self-Government)で、 LGUsの財源について規定する
S 9⑦において、財源移転では可能な限り使途を特定しないよう求めると同
時に、同条全体とくに①②④⑤で、税源と財政負担の地域間不均衡を是正
して、地方にその任務遂行との関連で、必要かっ i分な蔵人を付与するため、
財政調整の仕組みが必要であることを明確に規定している2九
2 )シャウプ勧告での基本理念 こうした考え方は、「ある都道府県の 1人
当たりの課税力は他の都道府県の3乃至4倍であり、最富裕市町村と最貧
困市町村との聞には10対1にも達する聞きがあるJ閣で、「貧困な地方は壊
滅的重税で最低水準の行政ザーービスを維持しているが、富裕な地方は遥か
に軽い税で遥かに高い水準の地方行政サービスを維持しているJという「不
公正(原語は injustice)は、異なる地方団体の管轄区域に居住しているこ
とを除けば、あらゆる点におし1て相似た人々に課される税の重荷が異なっ
ていることから起るJのだとして、所得水準などで見れば同様の境遇にあ
る人々同士の問に生まれる地域聞の格差を是正するため、「課税力と行政需
要を異にする地域の聞で、地方税負担と地方行政サービスの質をほぼ均等
21) 持田信樹「代表的議税システムによる平衡化:カナダJin:f!f凶編『地方分権と財政
調整制度.1(東京大学出版会・ 2006年)p.112.所収の邦訳を筆者か補完。
22) 欧州地方自治憲章における地方財政調整制度の考え方については、山内健生「地方
財源保障に関する一考察J(3) in月刊『自治研究』第81巻 7号(平成17年 7月号)p. 
114-を参照。
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化するように配分」する「平衡交付金jの創設を我国に勧告したシャウプ
使節団報告書23)の提示した基本理念を想起させる。
我国の地方財政調整制度はシャウプ勧告の考え方を受け継いだものであ
り、それがカナダやイタリアの憲法改正、そして何よりも欧州諸国の共通
ルールとなった欧州地方自治憲章における原則の確立に数十年も先立つて
制度イじきれたことが改めて注目される。また、そつした我国の地方交付税
制度は、欧州評議会 (Councilof Europe=略 CE)など、諸外国の地方自
治関係者の間で高く評価きれているのである。
(2) 財政調整制度の類型化
USAを例外として、世界各国に広〈行きわたっている財政調整制度であ
るが、その制度設計は固によって大きな差異が見られる。制度の組み立て
を見る着眼点は、まず、(ア'LGUsが当該国家において標準的と考えられる
水準の行政を行なうのに必要とする財源を「保障」するものか、から始ま
り、地域聞の均衡刊を、(イ)歳入側の「税源j24)と歳出側の「財政需要jのい
ずれ(あるいは両方)に着目して実施するか、(ゥJI'央ー から地方への「垂直」
的な調整か、地方聞での[水平」的な調整か、 t工)調整が法定の「ルー ノレ」
によるか、「予算措置」によるか、さらには、(オ)配冴ルールは各種項目の積
み上げ方式か、何らかの概括的な指標(人口や面積など)による方式か、
といった点が中心どなる 25)。
23) 1949年9月シャウプ使節団日本税制報告書附録巻Ipp.A21-23。なおここでは、同
報告書に付せられた当時の公式邦訳を可能な限り尊重しつつ、筆者が元の英文からよ
り分かりやすく邦訳して引用している。
24) この要素については、固により「課税カJr財政カ」などと邦訳しうる用語が用い
られている。「財政カ」という用語は、我国では「財政カ指数」に見るとおり歳入と歳
出の両面を併せて考慮した概念であるから、ここでは使用を避けている。もともと fis-
calという言葉は仏語でなら「課税の」を意味するものであり、「財政」全般を指すの
ではない。その意味では「課税カ」とする方が誤解されにくい。
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表5.2. 地方財政調整制度の諸類型
黍直的調整 義蔵と水平区分 の併用 水平的調整法定ルール[注1] 予算措置
税i原 カナダ ドイツ(州問)
ベース イタリア(中央→州)
税源及び イタリア(中央→地方)UK(イングランド) ドイツ イタリア(州問)
財政需要 オーストラリ r フランス スウェーテン フランス(パリ周辺)
ベース 日本(十予算情世) 中国 スイス [注2J
USA(I日制度)
財政需要 フィリピン
ベース
(出典) 持田信樹「なぜ財政調整制度の改革なのかJin持田繍『地方分権と財政調整制度j(東京
大学出版会・2006年)p. 6.所収め表1-1を筆者が一部補充。なお元の表での「財政カベースJ
という用語を「税源ベース」に置き換えている。
[注]1. 1法定ルール」とは国税の一定割合などの法定。
2. フランスでの「水平」は首都圏(イル・ド・フランス)州内のみ。
これらのうち(イ)-か)の 3つの区分を組み合わせて類型化すると、表5.2.
のようになる。
(3) 財政調整制度を考察する上での注意点
なお、これらの区分のつち「垂直jか「水平」かは、もともとの中央+
地方聞での事務配分や税源・税収の配分如何によって、その適合性が変動
するものである。凶定的・実質的な差異ではないと見ることも可能であ
り26)、制度としての実現可能性にかかる差異であると筆者は考える。
また、行政需要の側で地域間に存在する単位当たりコストの差異を調整
することを無視して、収入面での格差だけに着目するような議論もある。
それは「財政」の原語が米英語でなら financeすなわち「資金調達」である
25) 持団信樹「なぜ財政調務制度の改革なのかJin持団編・前掲書p.6.参照。
26) 山下茂「通俗分則論の試みJin月刊『地方税j(地方財務協会編・平成17年 7月号)
巻頭論説参照。
地方税財政の総合的国際比較の試み 103 
ことにも関係する。その概念に導かれる歳入面の視野だけでは、歳出側の
コストについて各地域の置かれた諸条件の差異を考慮、に入れた客観的な比
較をするという着想には繋がりにくい。税源ベースだけでの調整制度は少
なく、大勢は制度全体として見れば、行政需要を税源分布の差と組み合わ
せるもので、地域聞でのコスト麓も何らか反映されている。
さらに、USAでは地方制度が画一的でない。学校教育など重要な分野で、
総合的なLGUsの区域とは異なる所管区域を持つ特定目的区が広汎に存
在することもあり、自治行政主体の設定、行政任務の幅と内容、税源配分
などで、地域聞に大きなバラツキがある。我国やフランスの一部事務組合
等のような広域行政組織とは異なり、特定目的区は総合的なLGUsを母体
とするものではない。そのために、異なる地域問、LGUsの聞で公平な財政
調接制度を組み立てようとしても、その制度設計は極めて難しい。
地方財政調整制度の仕組みは、既に昭和24年のシャウプ勧告が明確に述
べたとおり、例えば地域の経済力を反映する税源分布の地域間格差から単
純に計算して組み立てれば済むものではない。国民の聞で共有されうる「公
平」観や連帯感から始まって、LGUsの編成や事務配分を始めとする地方制
度全体のありさまに条件付けられており、人口や面積という単純な指標や
「財務J的な判断だけでは組成も評定もできないのである。
5-3.特定補助金
政府聞の移転財源のうちで、特定目的に使途を限定した特定補助金は、
諸外国にも大なり小なり存在する。制度としては、「定率補助金」、「単位補
助金」、「定額補助金Jなどの区分、「経常的経費補助jと「投資的経費補助」
との区分、「奨励的」と「義務負担的」との区分など、異なる類型化がなさ
れうる。
ただ、(ア)それが中央・地方の財政にとってどの程度の重要性を持つかは、
国により時代によって蜜動している。また、(イ)どの行政分野で、どの事務・
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事業に対するものか、(場それが地方の行政活動をどのように支援し、また
拘束しているか、仲該当の行政分野や事務・事業での重みはどれほどか、
(刻実際の効果はどうか、などの諸点から評定されえよう。
また、個別の特定補助金を見るのではなく、移転財源全体を捉えるなら
ば、特定補助金の大部分を一般財源化して地方側の自由を高めるという改
革に取り組んだ固として、かつての UKやフランスが挙げられる。UKでは
1929年から一般補助金制度が拡充されてきたし、フランスでは1970年代か
ら一般財源化が目覚しい。そうした一般財源化の動向も、地方の自治の拡
充強化、行政機能の増大、地域聞の経済格差や社会的要因(高齢化など)
の差異など、さまざまな要因と関連付けて比較・考察することが必要であ
る。
6.使用料・手数料(料金等収入)
6-1.使用料・手数料の重要性
上記の表3.1で見たように、各国で、使用料・手数料(料金収入等)は地
方税、移転収入に次ぐ重要な財源になっている o フランスでは、地方団体
の公役務 (servicespublics)を「行政的」公役務と「営業的」公役務(原
仏語では「商工業的JoI産業的jとも邦訳しうる)とに区分するが、後者
の場合には、その提供の対価として相応の負担を求める。ただ、フランス
などの場合、例えば一般廃棄物処理に関して徴収する金銭を、「税J(taxe) 
と性格付ける LGUs(全体の2/3)と「料金J(redevance)とする団体(残
り1/3) とに分かれており、統計データを国際比較する際に注意を要する。
LGUsの場合、「中央」と較べて住民への役務提供の役割が大きいから、歳
入中で「料金等」の割合も、スイスで2割近く、 ドイツ、カナ夕、、やフラン
スで15%超にまで達することになる。ただUSAの「地方」などを含め、大
方は 1割前後である。 I
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6-2. r受益Jと「負担」
「地方Jの役務については「受益と負担」を結び付けることが常道であ
るかのごとく語る向きもあるが、それを「地方」が担う役務の分野・内容
から切り離して論じることは不適切で、ある。我国の地方公営企業、 USAに
おける一部行政分野の特定目的区、フランスの「営業的公役務J(service 
public a caract色reindustriel et commercial)、さらに UKの「公営事業」
(trading servke)などの場合には、役務提供と受益者による「料金等」
の負担とは強〈関連付けられうる。しかし「地方」の任務としては、多く
の国で、社会福祉や公教育など、役務の供給によって実質的な所得再配分
機能を持つものが重要になっていることに留意しなければならない。その
ような行政分野まで含めて「受益と負担」を論じるのは、それがどういう
意味になるのかを十分に検討した上でのみ、議論の当否を判断しうる。
前出の表3.0.にはデータが掲載されていないが、「地方Jの歳入中に料金
等が占める割合が高い固に豪州、I(約3割)と NZ(約2割)がある。我国で
は「地方」行革の先進闘などと評する論者もいる。しかし、政府部門全体
の中で「地方」の担っている役割の大きさを歳出規模で見ると、両国とも
1割にも満たず、担う事務も社会福祉なとoへの関与ははとんど無く、交通、
上下水道、文化・スポーツ、ゴミ処理、住宅など受益者負担に繋がりやす
い分野が中心である。それらの役務は性質上から民営化にも馴染みゃすい
から、 NPM流の取り組みが「地方」で目立つことにもなる。
一方、「地方」が生活保護、高齢者・障害者支援、公衆衛生、義務教育な
どの分野までも担う場合には、それらの役務供給に要する財源を「受益と
負担」の原則で調達すること、すなわち貧窮者を救済したり義務教育を無
償にしたりする財源を受益者負担ルールで調達することは、行政目的から
見て不適切だし、実際のところ不可能で、もある。
使用料・手数料すなわち「受益と負担」についての国際比較は、まず地
方公役務の内容や基本ルールの差異を見るところから始めるべきものであ
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り、また、国ごとの事務配分の差異が影響するマクロでの比較よりも、個
別行政分野でのあり方・活用法を比較する方が有意義な論議になる。
7.地方債
7同1.地方債の麓要性
「地方J(ここでは連邦制での準主権州、ほ含む)の財政にとって、長期の
借入金たる地方債(以下、準主権州の起債を含む)が薫要な位置を占める
ことは、各国共通である。何処の国でも地方債は投資的経費の財源とする
のが原則となっているが、特定の国での重要性は、「地方」の任務の分野と
大小、投資的支出の大小、そして他の財源の大小との関わりで驚異が生ま
れる。
我国の場合、行政全休の中で「地方Jの任務は大きいうえ、政府部門支
出の中で投資的支出の割合が大きししかも公的な聞定資本形成の8割が
「地方」によって実施されるのが制度によって生まれる実態でもある。他
の財源が十分でないうえに、景気対策のために公的需要を拡大させる政策
が取られてきたことも影響して、いきおい多額の地方債に依存してきた。
とくに、かつての「日米構造協議」やノ〈フ@ル崩壊をうけた「内需拡大」の
旗印の下で、景気対策に「地方jを総動員したために生じた地方債残高の
巨大さは、「中央」と同様、世界に類例のない水準に達している。この間、
欧米諸国では、 1990年代以降、「地方Jの財政赤字を削減する努力が特に中
央政府の政策的対応によって続けられてきたから、今では先進国の中で我
国だけが突出して大きな地方債残高を抱える状態になっている。
7-2.地方債の大きさーフローとストックー
各国における地方債の大きさは、(対毎年度の地方歳入中でのウェイト(フ
ロー)と、仔)残高(ストック)を「地方」経常歳入やGDPと対比した大き
さで比較されうる。その場合、我国の公営企業関係の地方債(地方財政制
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度上の「企業債J)に相当するものがデータに含まれるか否かを確認する必
要がある(この点は格別の明示的なコメントがない情報が多い)。
各年度の地方歳入全体の中で地方債が占める割合を見ると、時期により
相当な変動があるが、近年の我国(地方の普通会計)では10数%と大きい。
一方、北欧諸国では 2%穂度と小ざしこの両者の聞に、仏、問、蘭、独
などが10%ほど、英、伊が5%ほどで分布している。
ストックで見ると、 GDP対比の数字で、我国では地方の普通会計が負担
すべき借入金残高が40%にもなっているが、欧州|では地方債残高が逢かに
少なく、蘭・仏・西で10%超で大、逆に英・伊が2-3%程度で小、その
聞に独・ベルギー・スウェーデンなどが位置する。
7-3.地方債の資金ーその種類と共同組織ー
地方債は、公的金融のほか、銀行借入や市場での証券発行によって、長
期資金を調達する手段であるが、資金区分の構成には国によって相当な差
異がある。
(1) 公的金融と資本市場ー我固と欧州諸国一
欧州諸国では、 UKのPWLB(1793年設立)やフランスのCDC(19C-) 
を始め、ベルギー (1860-)、イタリア (1863-)、オランダ (1914-)な
どで、 LGUsへの貸付を担う公的な金融機関が、長い間、地方債の引き受け
を独占・寡占してきていた。 ドイツでは、地方債の償還で回収した資金を
更なる引受けの原資にする地方金融専門の組織が低利の貸付を実現してい
る。
我国でも、かつて地方団体金融公庫の構想が打ち出されたが、財政投融
資の所管省が反対したため、公営企業だけに限定した組織(公営企業金融
公庫=旧JFM)が生まれた(昭和32年6月)という経緯がある。その後、
半世紀を越える聞の好余曲折を経て、ょうやく平成21年に至り、地方公共
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団体金融機構(新JFM)が地方の共同組識として設立された。
こうした方式による金融は、借り手たる LGUsにとっては、一般に長期・
低利の条件設定や期中償還による安定的な減債などが、資本市場で自らが
証券発行するのに較べて大きな利点となっている。なお現在では、フラン
スやベルギーで、そうした機関が民営化された事例が見られる。
我国では、古くから規模の大きな地方団体が資本市場での債券発行によ
る起債を行ってきたが、近年では、共同発行や住民参画型の公募債など、
さまざまな工夫がなされている。同様にフランスでも2004年になってから、
大都市圏での広域行政組織による共同発行が実現した。長年にわたり、地
方団体、中央政府、そして投資家や金融機関など関係者が協力し合って、
長期資金の調達手段の多様化に取組み、地方財政と納税者の立場から見て、
より有利な起債の実現に工夫を凝らしている我国は、地方債の制度と運営
の最先端を歩んで、いる。
(2) 北米での資本市場と公的金融
1)資本市場での起債 USAでは資本市場での債券発行が中心と言われ
る。償還財源の範囲如何によって、起債する LGUの全体的信用(税など財
源と資産の全般)を裏付けとする「一般保証債J(general ob1igation bond) 
と、特定事業からの収入(料金等)のみで償還する「特定財源債J(revenue 
bond=特定の財源が担保で、課税権の裏付けがない)とに区分され、それ
ぞれの債務の性格と発行団体や事業に見合った格付けを受けるのが通例と
される。
特定目的区など様々な種類の LGUsが市場で資金調達するものがまと
めて「地方債J(municipal bonds)と呼ばれる。発行体が財ー政危機に陥る
と、デフォルトが起きたり、破産申請がなされたりするため、投資家への
参考情報を提供する格付けの制度が広く利用されている。地方債を民間金
融機関が債務保証したり、そのための保険があるなど、 USAでの状況は特
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異なものとなっている。
2 )公的な地方金融地方向けの公的金融への政策的対応が遅れている
USAでも、 1970年代以降、いくつかの州で、我国の地方債共同発行組織と
同様な仕組みを持ち「地方債銀行J(Municipal Bond Bank =略MBB)と
通称される準州政府機関がLGUs支援施策として設立されている問。例え
ばメイン州のMBB(1972年設立)は、タウンなどの実施する学校、道路、
上下水道などの公共施設霊祭備に融資する。 MBBが市場で証券発行すれば、
我国のJFMと同様に、個別団体発行の地方債よりロットが大きく信用力
や流動性も高くなるから有利な条件となーり、それで調達した資金を用いて
LGUsへの低利や長期での貸付が実行されうる。
北米で、そのような仕組みが生まれたのは、欧州より遥かに遅〈、我国
(旧JFMが1957年に発足)とほぽ同時期の1956年にカナダで創設された
のを鴫矢とする。カナダでは、現在では 7州に州政府の政策による「自治
体金融公庫J(Municipal Finance Corporationなど)が設けられている。
(3) I一般保証債」の普遍性
地方債の償還は、当該LGUの財源全体によって担保(一般保証)される
のが我国や欧州諸国での通例である。
UKでも従来から同様で、あったが、 2003年地方自治法(913③)によって、
それが法律上で明記された。格付けは不可欠で、ないとされ、特定財源債は
コストの増大を招くとして認められない。国債を原資とする公的金融機関
たる PWLBが地方債の8割以上を引き受けており、USAとUKは地方債
でも著しく異なっている。
27) MBBは、北米では、まずカナダで1956年に生まれ、 USAでは1970年にパーモント
州で設立されたVermontMBBを哨矢とし、現在ではアラスカ、アイダホ、メイン、
ニューハンプシャーなどで設立されている。
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我国で近年見られる地方債資金調達の資本市場依存が増大する状況は、
USAで目立ちはするが、国際的には普遍的ではない。資本市場からの資金
調達は、金利負担や手数料などコストが高いことに加えて、償還期聞が見
合い公共資産の耐周年数とマッチしないこと、さらに市場から求められる
満期一括償還方式に対応して減償基金や借換えなどの仕組みが不可欠にな
り、そのためのコスト増が大きいことなどが問題点である。
7-4.地方債と「中央」の関与
地方債についての「中央」の関与は、単一制国家では中央と LGUsとの
聞の関係であるが、連邦制下では、「地方Jの創造主たる r(準主権)州J
が行なう統制が重要で、あり、連邦と州の間だけを見るのでは見当違いであ
る。
(1) 連邦制下の準主権州の起債
USAやカナ夕、では、州の起債を連邦が統制することはない。州、|簿記法や州
法で手続きや財政指標上の制約を設定し、州によっては住民投票の対象に
するなど、「準主権」主体たる州政府自身がルールを設けている。 ドイツや
ベルギーでは、欧州連合における共通の財政安定化協定での目標(政府部
門の公債全体で、毎年度のフローを GDPの3%以下、ストックを60%以下
とする)があり、それを達成するため連邦・州聞で協議し連携協力してい
る。
(2) r地方Jの起債と「中央Jによる統制
1) r中央」関与の3類型 準主権州以外の純「地方」について見ると、
中央政府や準主権州による LGUsの起債への関与は、(対原則「地方」の自
t由、(イ)原則許可制、そして(坊両者の中間といった 3類型に区分できょう。
準主権州が州憲法等のルールの下で自律的に起債をする国々であっても、
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LGUsの場合は、州による法的(憲法や州法)・行政的な起債禁止や統制が
あったり、チトルベルで「地方Jの起債を引き受ける公的金融機関があった
りするので、準主権州と「地方」とを区別して考えることが必要で・ある。
なお地方債についての中央関与が、我国やUKのように、地方交付税な
ど財源移転による財源保障・調整と密接不可分な国がある。近年になって
地方債を原則的に自由化したUKでも、一定範囲までの起債は「政府支援
債Jとされ、その公債費の大部分は一般財源移転制度 (RSG)での措置対
象となっている。
2 )各国での「中央」関与各国での関与の方式を見ると、まず、
ケ)原則自自の類型には、現在のフランスがある。スウェーデンもあるが、
予算について3年度の聞で収支均衡すべきことが法定されているため、実
質的には起債の自由は極めて狭い範囲にとどまる。
(イ)原則許可制の類型には、かつての我国やUK、現在ではドイツやカナダ
(連邦制では州が地方団体に関与)がある。 ドイツやカナダでは、州の内
務大臣による LGUsの起債許可や財政状況の監督が厳しい。 UKでも伝統
的に中央による厳しい統制がなされてきた。起債充当率等の制限、投資的
事業計画の認可、債務負担行為まで含めた信用受信総額の統制など、起債
許可より以上に厳格な統制が加えられてきたが、 2004年度になって大幡に
緩和された。ただUKでの地方債は、地方歳出総額中でl割に満たない投
資支出の財源のうち1/3程度に限定されており、歳入総額中では 3%ほどの
重要性の低い財源に過ぎない。
(労中間的な位置には、例えばイタリアの州レベルがあり、起債は原則自
由とうたわれているo しかし実際には償還期限や公債費比率による制限、
一定の場合に事前認可、赤字国体への制限など、自由を制約する仕組みが
ある。(基礎自治単位の場合はさらに枠を骸められており、中央や自治州政
府の許可制てが)の類型に含まれる。)現在の我国も、この類型(坊に含まれる。
3) USAでの起債統制 USAやカナダの純「地方」に関しては、創造者
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たる州による起債統制が強く、原則として自由ではない。 USAでは、地方
債についても民間債と類似の扱いがなされ、デフォルトや破産制度すら存
在する。起債事務には、法務や財務さらには格付けの外部専門家が関与し
て、各々が手数料を得る。一般保証債については、 19世紀中の経済恐慌に
旭国して州・地方債のデフォルトが頻発した経験から、チト|による厳格な立
法的・行政的統制があり、その上さらに市場の統制・評定が上乗せされる。
州による立法等の統制を回避する手段として著増したのが特定財源債(レ
ベニュー債)なのである。
8.予算・決算友会計・監査
8-1.予算・決算・会計制度
予算・決算・会計制度について国際比較する論点としては、 (0)予算や会
計の制度は何によって定められているか、 (1)会計年度、 (2)単年度制と複数
年度制、 (3)公会計制度のあり方(経常勘定と投資勘定の区分、発生主義と
複式簿記の採否)、それらの制度全体の結果たる(4)予算書・決算書の様式な
どが考えられよう。
(1) 予算制度と会計年度
1)我国での予算制度 明治以降の我国で中央政府に「予算」の制度が始
まったのは明治6年 (1873)で、毎年12月に「翌全年ノ経費概算表Jを作
成するとされ、会計期聞は「屠年」であった。周年から西洋耶蘇教暦を太
陽暦として採用した28)のと軌をーにもじている。最初の予算が執行された
翠年たる明治7年 (1874)の年初1月4日には、「諸長官各上奏して前年の
28) I日暦での明治5年12月3日が新暦での明治6年1月l日とされた。政府は、明治4
年9月から官吏の給与を月給制にしたが、旧来の太陰太陽暦のままだと閏月があり(1
年が13ヶ月になる)、明治6年には 1回多く月給支給が必要になるのを避けることが、
改暦断行の大きな契機であった。
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成績を奏し、後もってこれを例」とし、「政治始め」即ち今日の「仕事始めJ
(御用始)がスタートした29)。
地方団体に予算HiIJ度を導入したのは、我国では、おそらく明治11年(1887)
7月の「三新法j叫のうち「地方税規則J(太政官布告第四号)であり、その
中で会計年度を(当時の中央政府と同様) 7月から翌年6月の 1年とし、
その期間における地方税と経費の予算について府県会が議決する旨、また
7月には 1年度聞の出納を「計査」し、所定の報管を中央政府や府県会に
することを規定した判。同年11月には明治 8年7月-9年6月に至る中央
政府の「歳入出決算報告書Jが作成され、明治13年には会計検査院が設置
されてもいる 32)。
2 )外国で、の予算制度一方、例えばUSAでは、 1900年代の初期まで組織
的な財政手続きは見られず、行政活動に必要な資金は議会に直接要求して
獲得するものだった。州・自治単位の予算制度は1907年にニューヨーク市
などが導入したのを晴矢とし、全州への普及は1920年代とされる 33)。
フランスでは、我閣と同様に、予算の決定手続きや諸原則、予算書様式
等は、住民への公去方法まで含めて、地方団体総合法典(CGCT)で法令に
より規定されているが、UKでは、地方団体の会計については、ごく基本的
な事項だけを地方自治法等で定め、詳細は公共財務や公会計を専門とする
会計士の協会 (CIPFA，一種のギルド組織)が基準を示している。
3 )我国での会計年度の区切り 現在の我国では、財政法 (311)や地方自
29) 石井研堂『明治半物起原・ 7J (ちくま学芸文庫・ 1997年刊)p.398.参照。同書の
原本(初版)は明治41年刊である。
30) 三新法の「要所はフランスに学んだものJであった。危掛川浩『明治地方制度成立
史.1(巌南堂・昭和42年)p. 4.参照。
31) 亀卦川浩『地方制度小史.1(勤草書房・ 1962年)p.38-参照。
32) 石井研堂、Ditto'2、pp.165&288参照。
33) ].ツインマー マン『アメリカの地方自治J(原著1978年刊・神戸市地方自治研究会訳・
勤草書房・ 1986年)p.l91-参照。
114 カ'パナンス研究 No.6 (2009年)
治法 (~208) によって、中央も地方も rN会計年度」はN年 4 月 1 日~翌
年3月31日と定められている。明治時代には、年度の始期は1月だけでなく
10月や7月もあったが刊、明治19年(1886)になって4月開始と定められた。
一方、御用始は変吏されなかったため、年の始めに前年の仕事の成果を報
告し、それを新年度予算に関わる仕事の端緒とするという「会計年度」が
本来持つべき予算を組み、執行し、その成果について説明責任を果たすと
いう機能を、中央でも地方でも公務を担う人々かつ忘れがちになった。なお、
地方団体の会計年度開始が4月からとなったのは、市借Ij・町村制や府県制
施行後の明治22-23年になってからである。
4)諸外国での年度区切り 会計年度の始期は固により区々である。諸外
国の中央政府を見ると、我国同様N年 4月とし rN財政年度J(financial 
year=略FY)と呼称する UK(1855-)やNZ、暦年に合わせ 1月に開始
するフランス (1879-。一時期に例外あり)やドイツ (1961-で、それ以
前は 4月開始)、きらに伊、中、露など、 7月開始の豪州|やスウェーデン、
N年10月開始で rN十1年度J(fiscal year =略FY) と呼称する USA
(1843-1976の問は 7月開始だった)と区々になっている 3九
諸外国の州・LGUsでは中央と同じとは限らない。 USAでは、連邦政府
は10月開始に移行したが、しばしば州憲法によって年度を規定する諸州で
は現在も 7月開始が大多数であり、南カリフ庁ルニア(1月開始)、 NY(4 
月)、ミシカ守ン (10月)など数州が例外になっている問。州内のLGUsでの
状況については情報が少ない。カナダでは、連邦や州で4月開始だが、
LGUsでは暦年によるもつまり、我国現行での中央・地方とも r4月開始」
34) 中央政府における年肢の開始時期は、明治2年 (1869)に10月、 6年 (1873)に1
月、 8年 (1875)に7月としてのち、 19年 (1886)に4月とされ現在に至っている。
河野一之『新版 予算制度j(Z!e・平成15年・学陽書房刊)p.19. (注2)参照。
35) 河野一之、Dito、向上頁(注3)、及び林省吾『諸外国の地方財政制度j(昭和57年・
第一法規刊)pp.17-19.参照。
地方;悦)!1J改の総合的住l際比較の試み 115 
は、古来の醇風美俗でも国際共通ルールでもない。
(2) 単年度制と複数年度制
予算・決算の単年度制は、我国に限らず、各国とも政府部門の一般的な
/レールになっている。そもそも予算の制度は、我閣での発足時に見るとお
り、租税の賦課徴収に議会の承認を得るためのものだから、民間経済との
関係を考えれば、単年度主義によることが自然で‘はある。
各種事業の効率的・効果的な執行や計画的な財政運営の見地からは、複
数年度予算の導入が有効であるから、我国での継続費や債務負担行為など
の工夫がなされてきた。またUKやドイツなどでは、公共文出の中期的な
見通しを立て、それを毎年度ローリングする仕組みが採用されてきた。
(3) 公会計制度の改革一複勘定と発生主義一
我国では明治初期を別として、中央・地方ともに政府会計で、は現金主義
と単式簿記の記憶方式が採用されてきた。諸外国における LGUsの会計制
度については、信頼しうる邦語での情報が限定されているが、以下では、
(ア)経常勘定と資本勘定の区分と、(イ)発生主義の採否の 2点だけに絞って、
若干の国での近年の改革動向を見る。
1 )経常vs資本の区分会計処理を経常と投資とに区分することは、我国
では地方公営企業で採用されてきたが、仏・英・独では一般会計において
も既に採用されている。現金主義によっていた時期でも、建設改良など投
資的経費や地方債の元金償還費などを関係財源(地方債や経常勘定からの
繰り入れ)とともに資本勘定で処理する一方、職員給与、維持補修費、文
36) USAでの各種統計てすま、年度の区切り方の地域聞での差異を捨象して全国ベース
で集計や比較をするために、異なる地域についての財政統計を、例えばM年の7月以
降始まる年度の数値を全て fM+lJ年度データとみなすなどの便宜的な取り扱いを
各々しており、また必ずしも厳密な注釈が逐ーは付されていないので要注意ロ
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払い利子など経常的な経費は租税や使用料など経常的財源と併せて経常勘
定で処理してきたのである。
2 )発生主義など 発生主義など民間企業とも共通する一般的な会計ルー
ルの政府会計での採用状況は、国により、また中央・地方聞で異なってい
る。例えばフランスでは、中央に関しては、財政に関する基本的な法律(2001
年8月1日法律2001-692号)により、予算は伝統的な現金主義を維持する
一方で、、財務会計には発生主義を導入している。一方、地方団体について
は、 1960年代始めには地方の公会計が民間企業とも共通する「会計一般基
準J(PCG) 37)から着想を得たものたるべきことを法令で規定した。今日で
は、行政の特性に鑑みた一定の修正を含みつつ、同碁準が地方団体の会計
にも適用される。 UKでも、 CIPFAが主導して1980年代半ばから地方団体
に発生主義が導入されていった。 USAでは、 1970年代後半の地方財政悪化
を契機に州・LGUsの公会計制度の改草が進められた。 ドイツにおいても、
従前から州・地方団体では経常と投資の勘定を区分してきた。 1990年代か
ら州、!と地方で始まった改革への動きが、連邦政府での取り組みに繋がり、
同国での NSMと同様に独自性のある取り組みが進められている。
(4) 決算制度
我国では、首長が会計管理者の調製した決算を監査委員の審査にイ寸し、
その意見を付けて議会に認定を求める。議会の議決を経てのち、首長から
住民に要領を公表するとともに、「中央」に報告する。諸外国での決算手続
きでも、こうした諸主体が関係することが通例だが、監査を行う主体如何
が関係して順序に差異が見られる。
例えばフランスでは、決算は、地方団体の公金出納を処理する国家公務
37) これは「企業会計原則」ではなく、民間企業も公会計も包含する一般的な原則と位
置付けられており、 LGUsなど公共部門の特性にも配慮している。
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員たる会計官が会計管理ー報告占を、首長が決算書を各々調製し、両者の内
容を一致させたうえで、両方を議会で認定し、それらを「中央」に届け出
る。そこから「中央」による監査が実施される。
8-2.会計監査
(1) 監査制度の諸類型
監査については、ここでは対象範囲を財務に限定して、その実施主体、
監査手続きなrを比較検討する。LGUsの財務を監査する主体には、類型化
すると、当該 LGUの①内部の場合には(ガ執行部門内部かω独立機関か、②
外部の場合には(ウ)専門家外部監査人か{ヱ)中央(州)政府など上位政府部門の
組織か、 といった区分が二与えられる。
我国では、各地方団体の内部で(ア)事務組織内の監査と(イ)監査委員による
監査があるうえ、外部による監査として(吟専門家と契約しての外部監査と
仲「中央J(会計検査院)の会計検査(国産支出金など特定の範囲に限る)
がある。さらに住民による監査請求の仕組みもある。
主要国での制度を概観すると実にきまざまであり、単一制国家のうち、
フランスでは、地方団体についても、公金出納や決算毒類の作成を国家公
務員たる会計官が担当するうえ、決算を「中央」が州ごとに設置する州会
計検査院が監査する(類型エ)。イタリアでは、内務省に設置された半独立
の監視委員会とその州域機闘が担当判。一方UKでは、地方団体の任意で
の内部監査(イ型で専門資格者に依頼)と法定の外部監1i'(ウ型)止によ
る。後者のためには法律(1982年地方財政法)で地方団体監査委員会問が設
置(エ型だが、その運営経曹は地方団体が負担する監査手数料等で賄う)
されており、実際の監在人は、同委員会が地区監査官及び民間専門家の'11
38) Audit Commission for Local Authorities in England and Wales.なおScotland
ではAccountsCommissionと呼ぶ。
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から任命する。スウェーデンでは各議会が選任する最低3名の監査委員が
行う(イ型)が、業務を民聞の専門家に補助させることが多い。
(2) 連邦制下の地方・州監査制度
連邦制国家を見ると、 ドイツでは各州に独立した州会計検査院(州情義会
が委員を選出)が置かれて州会計の監査を行う。地方団体については州ご
とに異なり、州会計監査院、独立公法人、州政府の担当省などが実施して
いる。
USAでは、各州に独任の監査官(呼称はAuditorなど。 25州で公選、そ
の他では住命制)が置かれ、その補助組織が州(イ担)に加え LGUsの監
査(エ型)も実施する場合も、州法でカウンティに監査官を公選するよう
に求める例もある。ただ「多くの地方自治体では事後監査が無視されてい
るか、またはぞんざいに行われている」叫という指摘も見られる。
まとめ
以上、我固と欧米主要国に限ってではあるが、地方税財政の制度と実態
について、総合的・体系的な国際的横断比較を試みた。各国内での地域ご
との実情と地域間格差、「地方」と「中央」また地方内の「基礎」と「広域」
「超広域」聞での事務配分のあり方、分野別・地域状況別での行政経費の
多寡、さらに地方自治制度の他の部分どの関わりなど、多面的で幅広い事
項を視野に入れて総合的な検討をしなければ、適切な説明や制度設計には
至らないことが見えてきたと考える。
一応のまとめとして、多面的・総合的な国際比較をすることによって本
稿で確認した諸点のうち、仏・英・独・米など諸外国についてのものは省
略し、我聞の地方税財政の制度と実態についてのみ、上述でふれた順に改
39) J.ツインマー マン、前掲書、 p.196。
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めて列記すると以下のようになる。
肘 「地方」の歳出
まず、「地方」の歳出面を見ると、
1)我国の一般政府部門は、 USA、スイス、 NZと並ぶほど小さい。
2 )政府部門の中で「地方Jはく「大Jかつ「中J>規模。
3) r地方」はGDPと較べ <1中の大」かつ「中の小J>規模の「存在感」。
4) r地方jでは「基礎Jと「広域jが同規模で、国際的には「中間」に
位置。
5 )統計データだけから財政的「分権Jの程度合国際比較するのは困難。
6 )ミクロ的に見ても、「基礎Jr広域」とも現行の自治単位は規模が大。
我国は、「地方jとr'1央Jr社会保障基金」を総計した一般政府部門が、
歳出規模で見て、 USA同様に極めて「小さな政府」である。国民/住民代
表も地方/中央の公務員も、人口 1人当たりで国際比較すると極めて少な
い。人件費自体が行政サービスに直結する分野でも、それ以外の分野でも、
欧米主要国とは比較にならない効率的な政府部門を持っている。それを可
能にしているのが、元来が「中央」の任務である事務の多くを含めて、「地
方」が総合的に行政を担うというシステムである。
「地方」に配分きれた行政の量は極めて大きいが、地方分権が進んで、い
ることを意味しない。多くの行政分野に「特定目的補助/負担金」が設け
られており、義務教育費負担金ですら「中央Jは(小泉内閣の「三位一体
の改革」の結果)1/3負担に過ぎないことに見るように、その補助・負担率
が低いので、結局、地方税や地方交付税など一般財源の多くの部分が、そ
の「裏負担Jに充てられている。「一般」財源とされている歳入の多くの部
分が、実質的には使途自lれではないから、統計データを国際比較して量的
には多い場合でも、それが「分権Jと「自治」をより多く保障するとは言
えないのである。
(イ)行政分野別の地方歳出
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地方歳出を行政分野別に観察すると、
7)地方歳出の行政分野別構成は分類上の問題があり、国際比較が難しい。
8) LGUsの階層別での歳出内容も、同じく国際比較が難しい。
9) I地方jの投資的支出は、総地方歳出、 GDPいずれと較べても大。
行政活動を評価する場合には、個別の分野での政策に着目し、その分野
での歳出水準を国際比較して、我国での現況が不卜分であるとすることが
通例である。しかし、行政活動の分野区分は国ごとに差異があるうえに、
我国のように「経常Jと「投資」を区分していない場合もある。同じ分野
での行政を、「地方」の異なる階層、さらには「中央」までもが分担する場
合には、全体としてどのような実効が上がっているか判定するのは難しい。
特定の行政分野の充実発展を重視する人々は、えてして歳入面への考慮
を加えずに、歳出に繋がる政策論を展開する。地方自治の総合的な国際比
較をすれば、諸外国においては、国民/住民が政策実行を支えるため、特
に消費課税において重い租税負担をしていることを直捌せずに、そのよう
な議論をすることは持続可能な政策の提言とは言えないことが見えてく
る。
(劫 「地方」の歳入構成
「地方」の歳入構成では、
10)地方歳入のうち地方税の割合は、極端に低いUKに次いで、低い。
11)移転財源のウェイトは、国際的に見て大きい方である。
12)使用料等を見る場合、公営企業の扱いに差異があることに要注意。
「地方税」や「移転財源」の大きさは、人々の求める行政水準、行政事
務の配分、租税の地方+中央閉また地方の階層聞での配分、地方税目の種
類、税源の地域間格差、そして国民の「連帯jの程度など、多くの要因と
関係して決まるべきものである。地方歳入の構成だけを国際比較して、そ
のあるべき姿を論じることには慎重で、ありたい。また、|王|際比較する場合
には、租税と使用料等の区分や公営企業の料金の扱いなどに国ごとの差異
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があることに注意が必要で、ある。
iエ) 地方税
地方歳入を項目別に見ると、最も重要な租税については、
13)政府部門全体への総租税負担は、 USAとともに最低水準。
14) r中央Jr地方」とも租税負担と歳出水準の聞に著しいギャップ。
15)総本H税の中でI地方」への配分はt!l位レベルで、事務配分とは不 4致。
16)地方税は多様で、、資産、所得、消費課税を、諸外国より薄〈広く併用。
17)地方税自の自主的設定は、諸外国よりは広く可能。
18)法定地方税日の税率への統制は様々で、国際比較には難しい面がある。
我闘では、国際的に類例を見ないほど、一般政府部門会体での歳出水準
と国民の租税負担水準とが大きく粟離し、その極大イ七したギャップを公債
が埋める状態が長年継続している。，社会保障を始めとする経常支出の増大
など、「中央」も「地方jも歳出を拡大する状況が続くにも拘わらず、国民
に不人気であるとか、政治・行政不信が強いという理由から、消費課税が
極端に低い水準にあるなど、租税負担が全体として国際的な最低水準に止
まっているのが原因である o
租税収入総量の絶対的な不足に加えて、地方税の場合には、その安定性
と偏在性の是正(=地域的普遍性の確保)の問題がある。所得、資産、消
費という区分で、狭い意味の「地方」を見ると、英米系諸国での資産課税
中心の姿が目立つ。しかし USAやカナダでも、地域によって様相に違いが
あるし、もっとも広域(超広域)のsub-nationalgovernmentたる(準主
権)州を見れば、所得や消費への課税が極めて大きな割令を占めている。
仏・独など欧州諸国では、 UKのような著しく偏った地方税制は稀であ
り、たいていの国で各種の税目が組み合わされていること、さらに特に我
国の都道府県が米・独の(準主権)州に相応する実態を持つ存在であるこ
とに鑑みれば、中央・地方閣の事務配分など幅広く考えるまでもなく、地
方税制を考える時には、単純な形での「地方jニ「受益と負担」というステ
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レオタイプに捉われではならないことは明らかだろう。
制移転財源一「一般Jと「特定
地方税に次ぐ重要性を持つ移転財源を見ると、
19)国際的統計には「移転財源」を「一般JI特定」に区別しないものがあ
る。
20)総「移転J中の「一般」財源の割合は、我国は中位レベルである。
まず、我国の地方交付税は単純な「移転財源Jの範噂に収まるものでは
ないこと、ましてや米英語のgrantの一種ではないことを確認する必要が
ある。しかし国際的な情報は、どうしても時々の覇権国の言語で収集整理
されるから、厳密な性格付けをしての国際比較は閤難になる。また、「一般J
と「特定」の区別をしないデータしか示きない統計処理もあり、議論が粗
雑になることを弁えた上で、そうした統計データを用いるしかない。
(カ) 財政調整制度
21)財政調整制度の基本的考え方は、欧州地方自治憲章での原則と類似。
22)財政調整制度は財源保障と財源均衡化を同時に速成する仕組み。
23)財政調整の配分方式は、税源だけでなく、財政需要との両面を勘案。
我国の地方交付税制度は、欧州諸国の関係者から注目される仕組みとな
っている。その基盤となったシャウブ勧告と同様な考え方は、今日では欧
州地方自治憲章や各国の憲法規定の中でも具体イじされている叫。制度の具
体的妥当性を高めるために複雑化してきたことが問題にはなるが、行政需
要面における地域差を考慮に入れる場合には、諸外国でも配分算式が極め
て複雑になるのは通例で、その極端な単純化が至上命題とはなりえない。
40) なお筆者稿、「通俗〈公平〉論の試みJin r地方財政~ (平成18年12月号巻頭)は、
「若葉まちJ1青葉まちJ1紅葉まち」という 13つのまちの物語りjの形で、また「通
俗分財論の試みJin r地方税j(平成17年7月号巻頭)は、財源の分権化の必要性と「垂
直調整」と「水平調整」が万華鏡のような関係にあることなど、財政調整の基本的考
え方と帝Ij度の意義を一般向けに(通俗的に)説〈試みである。
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(キ) 地方債
きらに地方債の場合は、
24)地方歳入中に地方債の占める割合が大きく、残高も著しく大。
25)地方債制度は公的合融と資本市場との双方を活用。
26)地方債への「中央」関与は、原則自由と原則許可の中間的方式。
我国でよく引照される USAでの資本市場本位のあり方は、国際的には
例外であり、欧州諸国では、「地方jの長期資金需要の特性に合致する公的
金融の仕組みが重視されてきた。近年では、政策的対応が遅れていた USA
においてすら、公的金融の仕組みが生まれている。
(外予算・決算・会計・監査制度
最後に、財政運営のルールを設定する枠組みでは、
27)会計制度は、諸外国と異なり、現在でも伝統的な方式。
28)監査制度は諸外国でも多様だが、我国は諸方式を組み合わせ。
我国での伝統的な地方公会計制度は、いまや国際的には例外になりつつ
ある。「地方」は「中央Jと同じ方式によるのが当然というわけで、はなく、
フランスやUKに見るように、「中央」とは異なる独自の観点に立って、制
度改革がなされうるものである叫。
本稿は、各国の地方自治制度の全殻的な枠組みを意識しつつ、地方税財
政の分野について横断的な国際比較をする方法を試みたものである。税財
政の分野だけでの議論や、財務に関わる米英語での概念だけに依存した認
識枠組みが陥りがちな議論を回避するために、採用に過すると思われる比
較分析の方法と、そこから得られる知見を示した。
41) フランスでの地方公会計制度の改革については、筆者稿「フランスにおける地方図
休の予算・決算・会計制度の改革Jin明治大学大学院がパナンス研究科紀要「カwパナ
ンス研究.1N o.3 (2006)、pp.75-106.所収、特に p.102以降を参照されたい。
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結果、地方税財政の全体像や制度を構成するさまざまな要素について、
国際的・総合的な視野を持っと、どのような認識がなされうるか、それな
りに提示することはできたものと推察する。本稿で具体化しえた内容は不
十分で、あるが、国際的・総合的な捉え方を活用して、地方税財政の分野や、
個別行政分野での実態分析と制度設計が質最ともに一層充実することを期
待したい。
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